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No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

14,054 13,978

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

障害者地域活動支援センターの事業運営（障がい者等を対象に講座等を開催）、福祉タクシー
券の交付（334人）、紙おむつ給付（197人）、障害者通所助成（81人）、デイケアクラブ
の実施（精神障がい者を対象に社会参加（機会づくり、仲間づくり）のための講座やイベント
を開催）。

R7（2025）年度予算

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

02

改善により期
待される効果

障がい者の外出支援策について、民間資源と役割分担をしながら、過不足なく、効果的に支援が行えるようになる。

A 1 02

（実施時期：

改善内容等
福祉タクシー事業について、民間資源の充実等の状況を踏まえ他の外出支援策と共に市民のニーズを見ながら見直しを続け
る。

事業・サービス水準の見直し （実施時期：

改善の余地がある

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

安心生活支援事業（夜間受電体制）については、基幹相談支援センターに一本化となり、別途委託は行わない。専門的人材確
保・養成研修と、地域生活支援拠点認定事業所の拡充は継続実施予定。

専門的人材確保・養成研修、拠点認定事業所の拡充により、障がい者や家族の地域生活を支えるサービス提供体制が整う。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 1 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

他事業との連携・統合

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

いずれの事業も、事業が目指す成果に合致した利用
要件としており、対象の範囲は適切である。各事業
のニーズを満たす取組ができている。

中立性・効率性が求められ市民協働には馴染まな
い。ニーズに対し、拠点として対応できる事業所を
増やすなど、事業拡充の余地がある。

扶助費については、行政経営指針及び行政経営改革
実施計画において、見直しが位置づけられている。
調査等により市民のニーズを把握し、過不足なく
サービスが提供できるよう、検討を行う。事業・サービスの水準

評価の理由・課題
障がい者やその家族の緊急時や権利擁護のために必
要な事業である。ニーズや課題については委託先と
共有し、市障害福祉施策と一体的に行う必要があ
る。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 地域活動支援センターは、市内に同一のサービスが
ない。福祉タクシー券の交付・紙おむつ給付・施設
等通所交通費の助成は、扶助制度であり、市以外の
民間等が実施主体になり得ない。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

扶助費については、調査等により市民
ニーズを的確に把握し、過不足のない
サービスを提供できるよう、事業の再
構築を検討した

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

夜間休日の緊急時相談及び受け入れ体制を整えた（安心生活支援事業）。拠点の認定について
周知を行い、２事業所と協議、１事業所を新規認定とした。障がい児者の重度化に備え、事業
所向けの専門的人材養成研修を行った（委託）。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

夜間電話は受電件数が延びなかった。
人材研修は前年度より参加事業所と人
数増加。拠点の拡充は実施できた。

基幹相談支援センターの開設に伴い、
窓口の一本化を検討。

740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

15,912

R6（2024）年度決算

Ａ 15,620

1.90 1.90

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

居宅等で生活する障がいのある人を対象として、各種講座・デイケアの実施、交通費の助成、介助に係る消耗品の給付等を市単独事業として行
う。

対象 障害者等

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

23 項 1H3(1991)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

障がいのある人の重度化や「親亡き後」を見据え、緊急時の受入や相談機能等を確保し、地域全体で生活を支えるサービス提供体制
を構築する。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・地域生活支援拠点として市内事業所の認定を継続
・障がい者等安心生活支援事業の実施
・地域自立支援協議会を活用した地域生活支援拠点等の運営状況への評価
・専門人材確保養成研修の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 地域生活支援拠点等整備事業 コード A - 1 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

99

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 2,759 835

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 44.34 13.47

受益者負担率　B/D（％）

運営者との協力や地域自立支援協議会での議論を通じて、地域生活支援拠点等に必要な機能の維持・向上を進める。

R6(2024)
年度

736

事業目的

障害福祉課 課等長 石田　典子

計画期間中
の主な取組

・障害者地域活動支援センターの運営（講座・デイケアクラブ）
・福祉タクシー券の交付
・紙おむつの給付
・施設等通所交通費の助成

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

　障がい者及びその家族

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 障がい福祉サ－ビス事業 コード

2,019

事業内容

会計

A - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

障害福祉課 課等長 石田　典子 会計

関係課 高齢者福祉課

障がいのある人に対して、国及び県の制度外であるものの必要性の高いサービス等を提供し、住み慣れた地域で安心して暮らせる環
境を整える。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

29,674 29,890

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 476.94 482.30

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である地域で生活している障がい者や家族に、常時の連絡
体制や緊急一時的な宿泊場所の提供が可能になるこ
とから、有効性は高い。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 4 月）
Ｒ10 （2028） 年 4 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

5,178 5,150

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・障害者就労支援員の配置・障害者職場実習奨励金の交付（8件）・チャレンジドオフィスし
ろいの実施（実２人雇用）

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

A 1 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

基幹相談支援センターの開設
障害者支援センターの民設移管を検討。

地域の相談支援体制の強化
指定管理施設の民間移設による公共施設の管理費等の経費削減

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 1 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

民間委託を導入・拡大

民間委託を導入・拡大

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

チャレンジドオフィスで、市が積極的に障がい者を
雇用すること、及び実習奨励金を交付することで、
市内企業の雇用率の改善を計る意味で有効性は高い

市内で障害福祉サービスを提供する民間事業所が充
実してきていることを踏まえ、指定管理による運営
手法の見直しを検討する必要がある。

就労の促進に受益者負担はなじまない。最小の人数
で運営し、職員は研修等に参加しサービス水準の確
保に勤めている。オフィスは庁内の業務の委託を受
け実施しており、庁内全体での業務効率の向上にも
寄与している。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
障がい者（児）が地域で安心して暮らせる環境を整
えるためには、多職種連携が必要不可欠であり、市
が主体となって連携の体制を整える必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない ハローワーク、障害者就業・生活支援センター等の支援機関
は遠方にあり、障がい者が就業を目指す際に支援機関との橋
渡し等をする役割として、就労支援員は必要である。また、
障がい者は遠方の就労先まで通勤することが困難である場合
が多くあるため、市内及び近隣で雇用する企業を増やすため
事業は必要である。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

令和７年度からの基幹相談支援センターの設置に向け、開設準備を行った。
障害者支援センターの管理運営方法について、指定管理者等と検討を行った。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

相談支援事業の質を向上させるための
取組を実施する体制として、基幹相談
支援センターの設置準備を行った。

2,959

Ａ

市が実施主体となる必要がある

13,243

R6（2024）年度決算

Ａ 12,058

0.70 0.70

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

障害者就労支援員の配置・障害者職場実習奨励金の交付・チャレンジドオフィスしろいの実施

対象 障がい者

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

23 項 1H23(2011)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

障がいのある人が福祉サービスの円滑な利用や虐待等からの権利擁護が図られる体制を整備し、住み慣れた地域で安心して暮らせる
環境を整える。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・障害者支援センターの管理運営及び障害者相談支援事業の実施　　　・障害者支援センターの管理運営方法の見直し
・基幹相談支援センターの設置準備　　　　　　　　　　　　　　　　・身体障害者相談員及び知的障害者相談員による相談支援
・ライフサポートファイルの配布

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H28(2016)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 障がい者相談支援事業 コード A - 1 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

25,468

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 15,440 28,411

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 248.16 458.43

受益者負担率　B/D（％）

障害者支援センターにおいて障害者相談支援事業を実施し、障がいのある人やその家族等へ必要な情報提供や助言、福祉サービスの利用支援、
虐待の防止・早期発見のための関係機関との連絡調整等の支援を行う。また、身体障害者・知的障害者相談員を配置し、当事者等からの相談支
援を行う。

R6(2024)
年度

2,943

事業目的

障害福祉課 課等長 石田　典子

計画期間中
の主な取組

障害者就労支援員の配置【R4(2022）年度 R7(2025)年度】
障害者職場実習奨励金の交付【R4(2022）年度 R7(2025)年度】
チャレンジドオフィスしろいの実施【R4(2022）年度 R7(2025)年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

障がい者、障がい児、当事者家族等

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 障がい者雇用・就労支援事業 コード

12,481

事業内容

会計

A - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

障害福祉課 課等長 石田　典子 会計

関係課

障がい者の雇用促進及び一般就労の機会拡大を図るため、就労相談等の支援を行う。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 見直す余地がある

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 改善の余地がある
業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

0.40 0.40

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

17,236 18,393

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 277.02 296.78

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度

適切である現状、障がい者が地域で相談できるよう、指定管理
により障害者相談支援事業等を実施することは有効
である。また、市内の相談支援事業所が増加傾向に
あり、事業所の質の確保の取組を行う基幹相談支援
センターを今後設置することは有効である。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

市が主催する他のスポーツイベントとの連携や統合の可能性を、高齢者福祉課・生涯学習課が各関係団体と協議し、団体の合意をもとに実施するため
実施時期は未定。包括連携協定の大学との連携を検討。講演会の講師やイベントスタッフ等に官民連携の取組を活用する。

障がい者に限らず、様々な世代や年齢層が参加するイベントとなる。連携先が増え、効率的な運営が可能になる。官民連携の
取組を活用することにより、最小限の財源負担でイベント等を運営することができる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 1 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

他事業との連携・統合

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

チャレンジパーソンは、３団体の役割分担により事
業の効率化が図られている。各講座については、適
切な講師の選定と周知の工夫を行っている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
交流の場は、障がい者の社会参加やコミュニケー
ションの機会につながる。各講座は、ニーズに応じ
たテーマに基づく講師選定をするため、必要性が高
い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・6／１ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツを開催（１７５人参加）
・県障がい者スポーツ大会　４名参加、全国大会2名参加
・障がい者家族のための講座（延56名参加）、こころのフォーラム開催（30人参加）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
市内中学高校から、ボランティア１７名が参加。次

年度は包括連携協定の大学と連携を検討。他のス

ポーツイベントとの連携や統合については方針決定

までには至らなかったため、引き続き検討してい

く。

740

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

障がいのある人のスポーツ大会や行事等への参加を通じて、社会参加を促進する。
また、障がい理解のための講座を開催し、正しい知識の普及啓発を行う。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課 健康課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

「ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ」を、市・白井市ボランティア連絡協議会、白井市心身障害者福祉連絡協議会の共催に
より白井運動公園陸上競技場で開催
一般市民、障がい者家族を対象に、障がいの理解や親なきあとの不安軽減のための講座を開催。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 H28(2016)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 障がい者等社会参加促進・啓発事業（旧：障がい者スポーツ大会 コード A - 1 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

806

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 1,264 1,542

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 20.31 24.88

受益者負担率　B/D（％）

ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ大会等の開催や、障がいのある人が参加しやすい行事等への参加を支援する。障がい理解のための講
座等の開催をする。また、障がいのある人を支援する団体の活動費用の一部を補助する。

R6(2024)
年度

736

事業目的

障害福祉課 課等長 石田　典子

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

障がい者及び家族、市民等

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

524

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

障がい者と健常者の交流の場を持つこと、普及啓発
により障がい理解を深めることは、共生社会、地域
福祉を推進するために有効である。



 

 

Ａ 健康・福祉 

   ２ 高齢者福祉 

 

 

 

 
 



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

6,821 7,647

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 109.62 123.38

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である高齢化の進展に伴い、必要とする利用者が増加して
おり、高齢者の日常生活の質の向上を図れている。

取組状況取組状況

3.37

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 過小である

事業・サービスの水準 改善の余地がある
業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

- 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

高齢者福祉課 課等長 奥村　敏直 会計

関係課

介護予防に関する知識等の普及を地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施することを通し、高齢者が要介護状態となることを予
防する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・介護予防に関する講演会等の開催
・介護予防推進員の育成、支援
・介護予防に資する地域での取組等をまとめた冊子の作成及び配布

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市内に住所を有する高齢者及びその家族等

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 介護予防普及啓発事業 コード

21,791

607 1,003

事業内容

会計 介護

A

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

22,433

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 29,188 29,790

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 469.12 480.69

受益者負担率　B/D（％） 2.08

高齢者の外出や日常生活を支援するサービスを提供する。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

高齢者福祉課 課等長 奥村　敏直

事業期間 H3(1991)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 高齢者在宅福祉事業 コード A - 2 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

〔在宅福祉サービス〕・緊急通報装置の貸与　・紙おむつ等の給付　　・福祉タクシー券の交付
・外出支援サービス【～R6年度】　　・訪問理美容サービス　・ショートステイ事業　・福祉有償運送事業補助【R5年度～R9年
度】　〔家族介護教室〕・家族交流会　・家族介護教室

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課 障害福祉課

□ 協働 □ その他

4 項

事業目的

5 項 1 目 1

高齢者に各種生活援助サービスを提供することにより、高齢者の在宅での自立した生活と家族介護を支援し、住み慣れた地域で安心
して暮らせる環境を整える。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 介護 款 3 目 2

14 項 2H21(2009)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

介護 款

款

各種介護予防教室及び講演会等の開催、介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するためのパンフレット等の作成及び配布等

対象 市民、主に市内に住所を有する高齢者及びその家族等

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

3,968

R6（2024）年度決算

Ａ 3,122

0.50 0.50

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

【在宅福祉サービス】・緊急通報装置の貸与：293名・紙おむつ等の給付：293名　・福祉
タクシー券の交付：320名　・外出支援サービス：11名
・訪問理美容サービス：1４名・ショートステイ事業：0名
〔家族介護教室〕３回開催

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
移動困難者への支援として、福祉タクシー券
(36→48枚）と福祉カー貸出事業の拡充を
行った。ショートステイ事業について、現行
の介護給付に合わせて委託料の変更を行っ
た。

7,397

Ａ

市が実施主体となる必要がある

緊急通報装置貸与については、近隣市と比較し安価
となっている。

高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実施事業
と連動し、専門職による介護予防の普及啓発を効率
的に展開している。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
高齢者、要介護・要支援認定者が増加しており、高
齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくために、
本事業の必要性は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている フレイル予防対策は、高齢者に限定される取り組み
ではないため、市民に向けて知識の普及啓発を継続
して行う必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

緊急通報装置貸与については、民間サービスも増えていることから、受益者負担やサービス内容、対象者の要件変更等につい
て検討を進めていく。

事業の適正化が期待できる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 2 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

住民主体の継続した介護予防活動、フレイル予防の
認知度向上に役立っており、本事業は有効である。

02

改善により期
待される効果

A 2 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

3,699 3,679

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

まちかどフレイルチェックイベント１０回　延べ ２２３名
介護予防推進員のフォローアップ研修　足の健康教室　１回　１１名
なるほど行政講座、まちかどフレイルチェックイベントなどでのパンフレット配布300部

R7（2025）年度予算

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

Ｒ7 （2025） 年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

22,191 22,071

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

委託地域包括支援センター（３か所）業務の実施
相談延べ件数：13,274件
市は３か所の統括・後方支援のほか、地域支援事業（認知症総合支援、在宅医療・介護連携推
進、地域ケア会議、生活支援体制整備等）に取り組む

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

A 2 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

ポイント付与に関する業務の改善に向けて、引き続き検討する。ポイント管理にICTを導入した他自治体の取り組みについ
て、厚生労働省関東厚生局と経産省の支援を受けｵﾝﾗｲﾝ面談を実施。

ポイント管理業務の負担軽減だけでなく、ボランティア受け入れ先の拡大につながる可能性がある。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 2 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

業務プロセスの改善（スケジュール等）

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

地域包括ケアシステムの構築に向けた地域の身近な
相談拠点として機能している。

①業務の委託により、効率的な運営が行われてい
る。
 専従の会計年度任用職員により、事務の効率化を
図っている。

業務委託のうえ、担当圏域毎の高齢者人口に応じた
地域包括支援センター専門職配置となるよう運営し
ている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
ボランティア活動を通して地域貢献につながり、高
齢者自身の介護予防の推進、福祉の向上が図れるこ
とがから事業の意義は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 相談件数や対応件数は増加しており、相談内容も複
雑化、多様化していることから、引き続き体制の強
化を図っていく必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

介護支援ボランティア活動者数（延べ人数）：571人
お元気みまもり事業見守りパートナー数：９６人

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

ポイント管理業務の効率化に取り組ん
でいる他自治体にヒアリングを行った

1,479

Ａ

市が実施主体となる必要がある

81,615

R6（2024）年度決算

Ａ 76,234

3.00 3.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

地域包括支援センターを３か所設置し、各センターにおいて①総合相談支援業務②権利擁護業務③包括的・継続的支援業務④介護予防ケアマネ
ジメント業務等を行う。

対象 介護保険第1号被保険者

手法 □ 直営 ■ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

介護 款

款

14 項 3H18(2006)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

高齢者がボランティアを行うことで、社会参加・地域貢献を果たしながら、自らの介護予防を目指す。

予算科目

会計 介護 款 4 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

①介護支援ボランティア：社会福祉協議会に委託し、ボランティアの登録、施設とボランティアの連絡調整等の業務を行い、事業を
実施している。
②お元気みまもり：在宅のひとり暮らし高齢者等に対し、ボランティアである見守りパートナーが訪問等により見守り活動を行う。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H23(2011)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 介護支援ボランティア事業 コード A - 2 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

3,148

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 4,151 4,619

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 66.72 74.54

受益者負担率　B/D（％）

高齢者が行った介護支援ボランティア活動の実績を評価したうえで評価ポイントを付与し、当該高齢者の申し出により、当該評価ポイントに応
じた介護支援ボランティア評価ポイント転換交付金を交付する。

R6(2024)
年度

1,471

事業目的

高齢者福祉課 課等長 奥村　敏直

計画期間中
の主な取組

高齢者人口の増加に伴い、平成29年度に地域包括支援センターを2か所増設（直営1か所・委託2か所）、令和4年度に直営担当圏
域の業務を委託している。市は委託3か所の統括および後方支援を行う基幹機能を担う。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

介護保険第1号被保険者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 地域包括支援センター運営事業 コード

2,672

事業内容

会計

A - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

高齢者福祉課 課等長 奥村　敏直 会計

関係課

医療・介護・住まい・介護予防・生活支援が一体的に提供されるケアシステムの拠点である地域包括支援センターの運営により、高
齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる環境を整える。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

0.20 0.20

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

98,425 103,686

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,581.94 1,673.06

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である介護施設以外の施設より受け入れ申請あり、実際に
ボランティアも受け入れている。高齢者にとっては
活動内容の選択肢が増えている。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 2 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

市内の医療機関や介護事業所に従事するリハビリ専
門職の協力を得ながら、効率的に実施できている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
高齢者が望む生活を続けていくために、地域におけ
るリハビリテーションへのニーズは高まっている。
介護予防・日常生活支援総合事業の効果的な実施の
ためにリハ職の関与は重要となる。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

①リハビリテーション職不在の事業所への講師派遣　１事業所　７人
②リハビリテーション職同行訪問事業　９件
③①高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における運動指導５回　８１人
（高齢者保険事業及び介護予防の一体的実施事業）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
7,397

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

通所・訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進し、地域に
おける介護予防の取組を機能強化する。

予算科目

会計 介護 款 4 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

①住民運営の通いの場における運動指導及び個別相談の実施　※令和5年度～一体的実施事業へ移行
②リハビリテーション専門職を配置していない介護事業所への技術的助言
③地域包括支援センター職員の介護予防ケアマネジメント力の向上に向けた同行訪問

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 地域リハビリテーション活動支援事業 コード A - 2 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

718

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 7,524 8,075

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 120.93 130.30

受益者負担率　B/D（％）

通所・訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等を派遣し、運動指導や個別相談、介
護事業所への技術的助言、要支援認定者等に係る介護予防ケアマネジメント力の向上に向けた助言・相談を実施する。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

高齢者福祉課 課等長 奥村　敏直

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市内に住所を有する介護保険第1号被保険者及びその支援のための活動に関わる者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

127

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

リハビリ専門職の関与により、高齢者への直接の助
言によるセルフマネジメント力の向上が図れてお
り、有効である。



 

 

Ａ 健康・福祉 

   ３ 子育て支援 

 

 

 

 
 



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

799 813

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 12.84 13.11

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である対象の範囲について、支援が特に必要な家庭への派
遣については期間を延長し、母親の育児不安の軽減
と孤立を防ぐことができた。

取組状況取組状況

7.44

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

- 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

子育て支援課 課等長 相馬　正樹 会計

関係課

こどもの養育者の経済的負担の軽減を図り、生活の安定及び家庭における子育てを支援する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

生後６か月から満12歳に達した日の属する学年の終わりまでの子どもを養育している低所得世帯等に対し、一時保育、ファミリー
サポートセンターの利用料の一部を助成する。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

産褥婦

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 子育て支援事業等利用助成事業 コード

1,911

99 231

事業内容

会計

A

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

2,368

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 2,651 3,104

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 42.60 50.08

受益者負担率　B/D（％） 3.73

援助を必要とする産褥期の世帯にヘルパーを派遣して、精神的・肉体的負担を軽減し、産後の生活を支援する。

R6(2024)
年度

736

事業目的

子育て支援課 課等長 相馬　正樹

事業期間 H14(2002)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 ママヘルパー派遣事業 コード A - 3 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

育児や家事などの支援を必要とする産後間もない家庭にヘルパーを派遣し、母親の精神的・肉体的負担を軽減し、産後の生活を支援
する。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

妊産婦の精神的・肉体的負担を軽減することにより、産後の生活及び家庭における子育てを支援する。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

13 項 2H19(2007)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

生後６か月から満12歳に達した日の属する学年の終わりまでの子どもを養育している低所得世帯等に対し、一時保育、ファミリーサポートセ
ンターの利用料の一部を助成する。

対象 生後６か月から満12歳に達した日の属する学年の終わりまでの子どもを養育している保護者

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

77

R6（2024）年度決算

Ａ 59

0.10 0.10

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

育児や家事などの支援を必要とする産後間もない家庭にヘルパーを派遣し、母親の精神的・肉
体的負担を軽減し、産後の生活を支援する。
利用実績：利用者13人に147回の派遣をし、246時間の利用があった。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

受益者負担については、近隣市の状況や利用者アン
ケートの結果から、適正と判断できる。

一時保育、ファミリーサポートセンターと連携が図
れている。また、必要に応じ家庭児童相談室と連携
し、支援の必要な家庭に制度説明を行っている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
利用者アンケートでは、利用者の多くがサービスに
ついて「満足」と回答しており、ニーズや実施意義
があると評価できる。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 子どもの養育者の経済的負担の軽減を図り、家庭に
おける子育てを支援する必要があるため。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 3 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

一時保育、ファミリーサポートセンターの利用の際
にも制度の周知を行い、必要な方に申請を促してい
る。

02

改善により期
待される効果

A 3 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

740 736

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

生後6か月から満１２歳に達した日の属する学年の終わりまでの子どもを養育している低所得
世帯等に対し、一時保育、ファミリーサポートセンターの利用料の一部を助成する。
一時保育利用者　0名、ファミサポ　2名　133時間利用

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

2,219 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

実施期間：R6 5月～2月（10か月間）
回数：全40回
定員25名　申込29名　受講者28名（キャンセル待ちによる中途含む）

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

A 3 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

地域支援として、保護者向けの就学説明会や講演会の対象を拡げたが、実施方法や周知方法については見直しをしていく。

地域の中核的な施設として更に地域支援や地域連携に力を入れていくことで、支援の幅を拡げることができる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 3 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

その他

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

参加した子どもたちが学習意欲や学力の向上がみら
れたほか、学習の仕方がわかったなど今後の学力向
上にもつながる効果がある。

児童発達支援事業、保育所等訪問支援事業共に、利
用児に対しておおむねニーズに沿った支援を提供し
ている。地域支援についても計画通り支援対象を拡
げ引き続き支援を行う予定であり、適切に進められ
ている。

定員25名に対して、若干名多く申込があるが、受
験生である3年生は毎年希望者全員が参加できてい
る。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
地域における中核的な機関として、保育所等訪問支
援、障害児相談支援、巡回相談等を実施することに
より、地域の保育所等に対し専門的な知識、技術に
基づく支援を行う必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 経済的な事情により学びたくても学べない子どもた
ちの学習支援となり、きめ細かな子育て支援として
必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

実施期間の拡充
R5 7月～２月（8か月間）
→R6 5月～2月（10か月間）
回数：全32回→全40回

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・年間療育日数　217日

・児童発達支援　個別指導　1850件　　グループ指導　2287件

・保育所等訪問支援　23件　　 ・相談支援　268件

・その他の事業を含めた年間利用件数　4955件

・医療的ケア児相談等　28件　  ・巡回相談　39回

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

市内事業所等との意見交換会の開催。
保育所等訪問支援、就学説明会や保護
者向け講演会の対象を拡大。

69,532

Ａ

市が実施主体となる必要がある

4,589

R6（2024）年度決算

Ａ 4,552

0.30 0.30

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

低所得世帯の子どもに対して、学習意欲と基礎学力の向上を図れるよう、学習支援を行う。

対象 低所得世帯の子ども

手法 □ 直営 ■ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

13 項 2R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

発達に障がいのある子ども等の発達を促し、保護者の肉体的・精神的負担を軽減するとともに、地域社会への適応力を養う。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・児童発達支援事業（個別療育、グループ療育）、保育所等訪問支援事業、相談支援事業の他、地域にある事業者、保育園、幼稚
園、こども園等への援助や助言。関係機関との連携強化。ペアレントプログラムの実施。医療的ケア児等コーディネーターを配置。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H13(2001)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 こども発達センター事業 コード A - 3 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

25,321

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 93,168 97,420

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,497.44 1,571.94

受益者負担率　B/D（％） 1.08

　発達に障がいのある児童又は発達に支援を要する児童及びその保護者に対して、日常生活の指導、相談等を行う。
・児童発達支援事業（個別療育、集団療育）・保育所等訪問支援事業
・相談支援事業

R6(2024)
年度

72,099

事業目的

障害福祉課 課等長 石田　典子

計画期間中
の主な取組

学習支援事業者を選定し、委託により低所得世帯の子どもに対して、学習支援を実施する。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市内に住所のある０歳～１８歳までの契約している児童とその保護者(事業により異なる）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 学習支援事業 コード

23,636

1,008 1,253

事業内容

会計

A - 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

子育て支援課 課等長 相馬　正樹 会計

関係課

経済的な事情により学びたくても学べないでいる子どもたちの学習を支援することにより、負の連鎖を断ち、子ども達が将来への夢
と希望を持ち、高等学校等への進学や将来の安定就労につなげる。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

1.29

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

9.40 9.80

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

6,771 6,796

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 108.83 109.66

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である障がいのある子どもの健全な発達のために、子ども
のライフステージに沿って地域の保健、医療、福
祉、保育、教育等の関係機関が連携を図り、切れ目
のない一貫した支援の提供体制を構築するために有
効である。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

7,397 7,357

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・ひとり親家庭等医療費助成　入院172日、通院5,483件、調剤2,395件
・母子生活支援施設入所委託　入所世帯4世帯
・助産施設入所　入所者３名　・自立支援教育訓練給付金　給付者1名
・高等職業訓練促進給付金　給付者6名　・修了支援給付金　給付者3名

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

06

改善により期
待される効果

市民は紙の受給者証を持参する必要がなくなり、マイナンバーカード一枚で医療機関に受診できる。市としては、将来的に受給者証を印
刷・発行するための事務負担やコストが削減できる。また、オンライン資格確認となるため、過誤請求が減少、医療費の支払に係る事務
負担が軽減。

A 3 06

（実施時期：

改善内容等
ひとり親家庭等医療費助成について、国が進めるマイナンバーカードを活用した医療分野のデジタル化の取り組みとして、紙で発行している受給者証
をマイナンバーカード（マイナ保険証）一枚で医療機関・薬局を受診できる環境を進めており、市としてもその環境を整えていく。

その他 （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 3 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

ひとり親等家庭への福祉の増進を図り、子育てしや
すい環境づくりを行っている。

支援センターは、直営センターが２か所と委託事業
所４か所により市内全域をカバーしている。ファミ
リーサポートセンターは、委託事業者と市が連携を
図り運営を行っている。

課税状況に応じた利用者負担金の設定をし、県・国
の補助金の交付により事業運営を行っている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
核家族化や地域のつながりの希薄化が懸念される中、育児に
関する相談相手が減少し、相談窓口や情報交換の場、子ども
の預かり等子育て支援が必要である。ファミリーサポートセ
ンターについては、令和６年度より運営を委託したが、円滑
に事業運営を図ることができた。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 少子化の中で、ひとり親等家庭は増加傾向にあり、
医療費等助成や資格取得のための学費援助など自立
や生活を支援する制度の必要性は高まっている。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

ひとり親家庭等日常生活支援を「子育
て支援事業等利用料助成事業」へ一本
化した。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・子育て支援センター及びつどいのひろば利用者数　18,080人
・ファミリーサポートセンター利用件数　444件

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

R6年度よりファミリーサポートセン
ターの運営を委託し、安定的かつ効率
的に事業を実施することができた。

17,013

Ａ

市が実施主体となる必要がある

53,857

R6（2024）年度決算

Ａ 46,820

1.00 1.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％） 0.35 0.60

ひとり親家庭等に対して、子育てに関する相談支援や生活支援、各種給付、安定就労に向けた支援等を行う。

対象 ひとり親家庭等（母子、父子家庭、養育者家庭、寡婦）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

53 項 2～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援すること。
子育て家庭が仕事と育児を両立できる環境を整備し、家庭における子育てを支援する。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課 保育課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

家庭で子育てをしている保護者同士の交流の場の提供や子育てに関する情報提供、相談、指導、講習会などを実施する。
・家庭で子育てをしている保護者同士の交流の場の提供や子育てに関する情報提供、相談支援、講習会等【R3(2021)年度】～
R7(2025)年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 地域子育て支援拠点事業 コード A - 3 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

40,503

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 他団体が実施している

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 49,863 57,424

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 801.43 926.58

受益者負担率　B/D（％）

乳幼児及びその保護者等が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業。（子育て支援センター）

市内において育児の援助活動を行うことを希望する者と育児の援助を受けることを希望する者とを登録し、会員相互による育児の援助活動を支援する。（ファミリーサポー

トセンター）

R6(2024)
年度

16,921

事業目的

子育て支援課 課等長 相馬　正樹

計画期間中
の主な取組

母子生活支援施設の入所、助産施設入所、自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金、修了支援給付金、ひとり親家庭等日
常生活支援、ひとり親家庭等医療費助成

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

乳幼児及びその保護者、妊婦とその家族（子育て支援センター）
育児の援助を行うことを希望する者と、育児の援助を受けることを希望する市内在勤または在住者（ファミリーサポートセンター）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 ひとり親家庭支援事業 コード

32,850

事業内容

会計

A - 3 -

主担当課

受益者負担 B 192 368

SDGｓ

事業期間

子育て支援課 課等長 相馬　正樹 会計

関係課

ひとり親家庭等の生活等を支援し、生まれ育った環境にかかわらず子どもたちの健やかに育つことができる環境を整える。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

2.30 2.30

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

54,217 61,214

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 871.40 987.74

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である利用者の満足度は高く、子育て世代の交流の場や、
子どもの預かり等子育て世代のサポートとして機能
している。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

1,479 1,471

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

市内私立保育園等の運営費補助　計9園　58,394千円
（保育士配置改善事業、延長保育事業、運営費補助事業、障がい児等保育加配保育士補助事
業）

R7（2025）年度予算

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

08

改善により期
待される効果

A 3 08

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

・令和８年度のこども誰でも通園制度の実施と併せて、実施場所及び利用料について検討を行う。

・利用者の利便性向上及び職員の事務負担軽減が期待される。
・受け皿が充足することで、保護者が利用しやすい環境を整備する。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 3 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

保育所等の運営費を補助することで、加配児童の受
入れが可能になる等、保育所等のよりよい運営に繋
がる。

現在、公立保育園と送迎ステーションにおいて実施
している。実施場所や利用料等については改善の余
地があるため、令和８年度のこども誰でも通園制度
の実施と併せて調整する必要がある。

基本的に国県の定める要綱等に基づき行われている
補助でありコスト等は適切である。一部市単独で
行っている補助についても必要な補助である。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
私立保育園で進めるには財源等の課題が多く、市営
の施設が必要である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 公定価格に反映されていない部分の補助であり、保
育所等の健全な運営を保つためにも、市が主体と
なって関与する必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

公立保育園及び送迎ステーションにて一時保育を行う。なお、送迎ステーションについては、
送迎ステーションの児童が幼稚園に行っている間の保育室の活用のため、3時間半ほどの一時
保育となっている。
利用人数：2,916人

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

令和６年10月から、キャッシュレス
決済を導入した。
・利用者の利便性向上及び職員の事務
負担軽減のため、予約システムを導入
した。

740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

66,959

R6（2024）年度決算

Ａ 58,394

0.20 0.20

私立園における障がい児等の受入を推
進するため、障がい児等保育加配保育
士補助事業について、配置する保育者
の資格要件を緩和した。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

市内私立保育園等が行う事業に応じて運営費の一部を補助する。

対象 市内私立保育園等

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

23 項 2H23(2011)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

保護者の就業形態の多様化や核家族化、女性の社会進出の増加に伴う保育ニーズに対応する。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

公立保育園及び送迎ステーションにて一時保育を行う。保育所入所待ちの家庭の利用を受け入れている。又、料金の見直しについて
検討し、兄弟減免を取り入れる。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H15(2003)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 一時保育事業 コード A - 3 -

4項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

22,881

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 19,276 23,617

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 309.81 381.07

受益者負担率　B/D（％） 37.11

保護者の就労時及び傷病等による緊急時の保育に対応するため、児童に対して一時的な保育を実施する。

R6(2024)
年度

736

事業目的

保育課 課等長 髙瀬　剛志

計画期間中
の主な取組

市内私立保育園等が行う事業に応じて運営費の一部を補助【R3(2021)年度～R7(2025)年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

本市に居住し、生後６箇月以上の就学前の児童とする。

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 私立保育園等補助事業 コード

18,536

7,153 5,529

事業内容

会計

A - 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

保育課 課等長 髙瀬　剛志 会計

関係課

私立保育園等の運営費の費用負担軽減することで、児童福祉の向上を図る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

23.41

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

59,873 68,430

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 962.32 1,104.18

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である子育て世帯への支援に直につながり、虐待防止等の
児童福祉向上に寄与できている。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

(2025)年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 ■

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

食事マナーの指導、野菜作り、季節の野菜を使った献立の実践等　計36千円 R7（2025）年度予算

-

09

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

10

改善により期
待される効果

A 3 10

（実施時期：

改善内容等
保育園における食育は、国の定める「保育所保育指針」等に基づき実施しているため、事務事業としての位置づけは令和７年
度を以て終了する予定。公立保育所における食育事業は、今後も事業を統合し継続していく。

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 3 09

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

児童の食への知識・関心を高めることができてい
る。

コストについては、補助基準を定めて行っており適
切であると考える。

少ないコストで適切に事業を実施している。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
幼児教育の充実のため市が幼稚園の運営費を補助す
る必要がある。無償化の実施に伴い発生した負担格
差についても市が主体となって是正する必要があ
る。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 公立保育園における健全な育成の一環として必要な
事業である。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了 Ｒ7

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

私立幼稚園の運営費の補助　計６園　2,993千円
（事務費・教材購入費・安全管理費・教職員研修費）
幼稚園副食費の補足給付の実施。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
1,479

Ａ

市が実施主体となる必要がある

44

R6（2024）年度決算

Ａ 36

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

食事マナーの指導、野菜作り、季節の野菜を使った献立の実践等

対象 公立保育園在園児童

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

43 項 2H23(2011)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

私立幼稚園の運営費の補助を行い、教育環境の充実を図る。
幼児教育・保育無償化の実施に伴い発生した保育園利用者と幼稚園利用者との負担格差の是正を図る。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

私立幼稚園の運営費の補助【R3(2021)年度～R7(2025)年度】
幼稚園副食費の補足給付【R3(2021)年度～R7(2025)年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 H26(2014)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 私立幼稚園振興事業 コード A - 3 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

7,690

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 7,274 9,161

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 116.92 147.83

受益者負担率　B/D（％）

市内私立幼稚園の運営費の一部の補助を行う。保育園利用者と幼稚園利用者との負担格差の是正を図るため、幼稚園利用者に対して副食費の補
足給付を行う。

R6(2024)
年度

1,471

事業目的

保育課 課等長 高瀬　剛志

計画期間中
の主な取組

食事マナーの指導、野菜作り、季節の野菜を使った献立の実践等【R3(2021)年度～R7(2025)年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市内私立幼稚園、幼稚園に通う年収360万円未満相当世帯又は他市世帯の第3子以降の児童

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 保育園食育推進事業 コード

5,795

事業内容

会計

A - 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

保育課 課等長 高瀬　剛志 会計

関係課

保育園において食育を行い、子供の食への関心を育み、適切な食生活の知識を普及するとともに、食を営む力の基礎を培う。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.20 0.20

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

36 44

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 0.58 0.71

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である市が運営費を補助することで幼児教育が充実され、
保育園利用者との負担格差も是正されることで、幼
稚園利用の推進につながる。



 

 

Ａ 健康・福祉 

   ４ 福祉相談・支援 

 

 

 

 
 



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

2,859 2,968

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 45.95 47.89

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である児童や保護者等からの多様な相談に対応し、保護者
の子育てに関する負担軽減や、児童の安全確保・健
全育成を図った。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

2.00 2.50

- 4 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

障害福祉課 課等長 石田　典子 会計

関係課

市民の精神保健福祉に関する相談の充実のため、精神的な不安を抱える人やその家族が気軽に相談できるようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

医師によるこころの健康相談　毎月第２木曜日　午前１０時から１２時（要予約）
精神保健福祉士によるこころの健康相談　毎月第２・第４水曜日　午前１０時１５分から午後３時（要予約）　月ごとに相談日を広
報しろいに掲載。LINEからの予約を開始し、22件の利用あり。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

18歳未満の子どもとその保護者等

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 こころの健康相談事業 コード

10,779

事業内容

会計

A

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

8,519

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 25,573 26,912

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 411.02 434.24

受益者負担率　B/D（％）

18歳未満の児童や、児童の保護者等からの様々な相談に対応し、専門的な相談窓口の紹介や子育てに関する助言、サービス利用に係る情報提
供等を実施する。

R6(2024)
年度

18,393

事業目的

子育て支援課 課等長 相馬　正樹

事業期間 H13(2001)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 家庭児童相談事業 コード A - 4 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

育児・学校生活・家族関係・ひとり親家庭の生活などについて、１８歳未満の児童や、児童の保護者からの相談に対応し、専門的な
窓口の紹介や子育てに関する助言、サービス利用に係る情報提供等を行う。【R3（2021）年度～R7（2025）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

保護者の育児不安を軽減し、児童の健全育成を図る。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

23 項 1H12(2000)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

精神科医師によるこころの健康相談、精神保健福祉士・公認心理師の資格を持つ相談員によるこころの健康相談を実施。

対象 一般市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

761

R6（2024）年度決算

Ａ 640

0.30 0.30

ちば電子申請サービスによる、イン
ターネット予約システムから、LINE予
約システムに変更した。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

１８歳未満の児童や、児童の保護者等からの様々な相談に対応し、専門的な窓口の紹介や子育
てに関する助言、サービス利用に係る情報提供等を実施。
家庭児童相談件数　延べ6,501件

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

こども家庭センターが設置され、サ
ポートプラン作成等を実施、児童福祉
機能と母子保健機能の連携強化を図っ
た。

14,794

Ａ

市が実施主体となる必要がある

令和４年度から、国・県の補助金を活用し業務を実
施。

LINE予約を取り入れ、医師については予約がある
日のみ実施し、コスト削減に努めている。キャンセ
ル枠を職員相談に充て効率化を図っている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
虐待等の機密性の高い個人情報を取り扱うため、市
が実施主体の必要性がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 気軽に受診できる精神科医療機関が市内になく、精
神疾患の早期発見や自殺対策として行っているた
め、必要性とニーズは高いと評価する。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 4 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

広報、パンフレット、HP掲載を通して、周知を
行っている。こころの健康相談から制度利用、受診
や支援に繋がることもあり、有効性は高い。

02

改善により期
待される効果

A 4 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

2,219 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

医師によるこころの健康相談　相談件数　延11件
精神保健福祉士によるこころの健康相談　相談件数　延62件
広報しろいやパンフレットにて相談を周知、LINE予約を開始。

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

3,721 3,755

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 59.80 60.58

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である保健福祉ガイドブックの発行や福祉相談により、福
祉制度の情報提供や案内を行ことができ、困りごと
の改善・解決の一助となった。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.40 0.40

- 4 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

子育て支援課 課等長 相馬　正樹 会計

関係課

児童・高齢者・障がい者虐待、配偶者間暴力等、家庭や施設等で起こる暴力を防止することや、被害者を守ることにより、市民が安
全に安心して生活できるようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・家庭等における暴力対策ネットワーク会議の開催【R3（2021）～R7（2025）】
　（代表者会議：１回、担当者会議１２回）
・広報紙やホームページでの周知・啓発【R3（2021）～R7（2025）】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 暴力対策ネットワーク事業 コード

436

事業内容

会計

A

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

521

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 3,395 3,464

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 54.56 55.89

受益者負担率　B/D（％）

市民等からの相談に対応し、必要に応じて制度等の情報提供や専門の相談窓口の案内等の支援を行う。
市等の保健福祉サービス情報を提供する媒体として、「保健福祉ガイドブック」を発行し、市民や関係機関等に配布する。

R6(2024)
年度

2,943

事業目的

社会福祉課 課等長 内藤　篤司

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 福祉相談事業 コード A - 4 -

1項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・福祉相談の実施【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
・保健福祉ガイドブックの発行【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
・新型コロナウイルス感染症に関する生活相談【R3（2021）年度～R4(2022）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

生活上の困りごとを抱え、どこに相談したらよいかわからない市民を、適切な相談窓口や利用可能な制度につないでいくことによ
り、市民が安心して生活できるようにする。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

13 項 1H14(2002)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

・代表者会議：市の関係課と保健、医療、法律、教育、福祉等の様々な分野の専門機関の代表者が暴力の防止や被害者の保護について会議を開催

・担当者会議：個別ケースの支援状況を定期的に把握し、助言等を行う。

・個別支援会議：個別ケースに関わる担当者が情報共有、役割分担しながら支援を行う。

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

76

R6（2024）年度決算

Ａ 22

0.50 0.50

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・福祉相談の実施（延相談・支援件数2,826件、新規相談件数293件）
・保健福祉ガイドブックの発行

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
2,959

Ａ

市が実施主体となる必要がある

保健福祉ガイドブックの配布、ホームページへの掲
載等により、保健福祉制度の情報提供や相談窓口を
効率的に行うことができた。

関係課や関係機関等の連携により、効率的・効果的
に虐待等の問題を抱える市民の改善や解決が図れ
た。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
様々な福祉サービス等がある中、どこへ相談したら
良いかわからない方もいるため、適切な相談窓口等
へつなぐための手段は必要。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 虐待等の機密性の高い個人情報を取扱うことから、
市が実施主体となる必要性がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

次期総合計画では生活困窮者自立支援事業と事業統合する。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 4 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

他事業との連携・統合

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

定期的及び必要時には会議を開催して、関係課や関
係機関等による情報共有や支援の検討・評価等を行
うことができた。

04

改善により期
待される効果

A 4 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

3,699 3,679

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

家庭等における暴力対策ネットワーク会議の開催（代表者会議：年1回、担当者会議：年１２
回）、広報誌やホームページ、ライン等での児童・高齢者・障害者虐待及び配偶者間暴力の防
止に関する周知・啓発や相談窓口の情報提供を実施

R7（2025）年度予算

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

3,699 3,679

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・生活困窮者自立相談支援の実施（延相談・支援件数2,786件、うち新規相談253件）、
（LINE相談延948件、実人数73人）
・住居確保給付金の給付（0人）、就労準備支援事業（10人）、家計改善支援事業（21人）

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

06

改善により期
待される効果

A 4 06

（実施時期：

改善内容等
次期総合計画では福祉相談事業と事業統合を実施する。

他事業との連携・統合 （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

講座開催時期や周知方法について検討し、心のコントロールによってDV等の加害者、被害者をなくすことに着目したテーマや
内容を扱う講座を開催する。

DV被害について、市民の理解が増し、予防や早期の相談につながる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 4 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

生活や仕事に関する問題等を解決・改善するための
支援をすることにより、自立に迎えていることから
有効性は高い。

女性生き生き相談については、特定非営利活動法人
への委託によって効率的に業務を実施できた。

様々な福祉分野において実績がある社会福祉法人へ
の委託により、そのノウハウを活かした多角的な視
点で効率的な業務を実施できた。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
DV被害者や様々な問題を抱える女性からの相談対
応については、機密性の高い個人情報を取り扱うこ
とから市が実施主体の必要性がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 生活や仕事に関する困りごとを抱える方からの相談
が複合化、複雑化しており必要性は高い。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・DV相談の実施（延べ件数：52件、実人数41人）
・女性生き生き相談の実施：24回（相談延べ件数：92件、実人数：28人）
・デートＤＶ防止講座の開催　21名参加

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

講座開催の目的や位置付けを見直し、
DV防止に直接的に資する講座を開催
した。

11,096

Ａ

市が実施主体となる必要がある

27,693

R6（2024）年度決算

Ａ 28,189

0.50 0.50

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

市民等からの生活や仕事に関する相談に専門の相談員が対応する。

また、経済的に困窮し最低限度の生活を維持することができなくなる恐れのある人については、課題解決のためのプランを相談者と共に作成し、安心して生活できるようにする。

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

13 項 1H27(2015)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

DV被害者や弱い立場にある女性の相談等に応じ、家庭や社会での自立を支援し、配偶者間暴力の防止や被害者の安全確保を図る。

予算科目

会計 一般 款 3 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・DV相談の実施【R3（2021）～R7（2025）】
・女性生き生き相談の実施【R3（2021）～R7（2025）】
・女性支援講座（コミュニケーション講座）の実施【R3（2021）～R7（2025）】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 DV等防止対策事業 コード A - 4 -

1項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

660

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 11,701 11,696

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 188.06 188.72

受益者負担率　B/D（％）

DV被害者からの相談に対応し、権利擁護に関する専門の相談窓口に関する情報提供や、関係機関と連携して被害者の保護等の支援を行う。

悩みごとや不安を抱える女性からの相談に専門の女性カウンセラーが対応し、助言や制度等の情報提供を行う。

専門の講師によるコミュニケーションスキルなどの女性支援講座を開催する。

R6(2024)
年度

11,036

事業目的

子育て支援課 課等長 相馬　正樹

計画期間中
の主な取組

・生活困窮者自立相談支援の実施【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
・住居確保給付金の給付【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の給付【R3（2021）年度～R4（2022）年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民（女性生き生き相談については、女性のみ）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 生活困窮者自立支援事業 コード

605

事業内容

会計

A - 4 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

社会福祉課 課等長 内藤　篤司 会計

関係課

市民一人一人が、自身の能力を最大限活用し、また利用可能な様々な制度や社会資源を利用しながら、地域の中で経済的、社会的に
自立し、安心して生活できるようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.50 1.50

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

31,888 31,372

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 512.51 506.20

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切であるDV相談や女性生き生き相談、ＤＶ防止講座の実施
によって、被害者の安全確保や心身の負担感の軽
減、ＤＶ防止の意識向上が図れた。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

引き続き、通訳・翻訳ボランティア制度について、今後更なる需要が見込まれるベトナム語やシンハラ語等の言語翻訳者を増やすため、国際交流団
体への周知や広報等で周知を行う上で、スピーディに対応できるようにAI翻訳システム等の導入も検討する。

市の広報物等の多言語化を図ることができ、多文化共生に寄与することができる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 4 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

業務プロセスの改善（スケジュール等）

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

日本語教室を白井国際交流協会に委託するなど、必要に応じ
て市内の団体を活用している。翻訳・通訳ボランティアにつ
いては、今後更なる需要が見込まれるベトナム語やシンハラ
語の言語登録者が少ないことから、ボランティア制度の周知
方法等に改善の余地がある。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市の外国人人口は増加を続け、国籍も多様化して
いる。様々な価値観を持った外国人が市内生活す
るための支援や、日本語学習の機会が必要である
ことから、本事業の必要性は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

外国人相談窓口として、企画政策課窓口及びその他部署にて対応した。

（計２８件：日本語教室の案内、県営住宅の申込書類の書き方について等）

日本語教室は、白井国際交流協会に委託し、週3回（火・水夜間、金昼間）開催した。（延べ人数1,574人）

通訳・翻訳ボランティアでは、ゴミの出し方チラシの翻訳や母子保健事業に係る送付分の翻訳等を実施した。（ボラ

ンティア登録者数：５１人 　件数：翻訳５件、通訳５件）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

広報や外国人が窓口に来る課へ言語通
訳者を増やすための周知等を行った。

1,110

Ａ

R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

外国人市民が言葉や生活習慣の違いにより生活に困ることなく、安心で快適な生活ができるようにする。

予算科目

会計 一般 款 2 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

外国人相談の実施【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
外国人向け日本語教室の開催【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
通訳・翻訳ボランティア制度の運用【R3（2021）年度～R7（2025）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 外国人支援事業 コード A - 4 -

6項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

369

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 1,372 1,473

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 22.04 23.76

受益者負担率　B/D（％）

外国人相談の実施や外国人向け日本語教室の開催、通訳・翻訳ボランティア制度を設置・運用する。

R6(2024)
年度

1,104

事業目的

企画政策課 課等長 村越　貴之

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

外国人など外国にルーツを持つ市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

262

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である
事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

0.15 0.15

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度

日本語が話せない又は得意ではない外国人市民へ
の日本語教育の実施や、様々な問合せや相談に対
応することで、日本人や外国人市民の共生につな
がっていることから有効性は高い。



 

 

Ａ 健康・福祉 

   ５ 健康づくり 

 

 

 

 
 



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

15,734 11,991

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 252.88 193.49

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である各種健（検）診の周知や再勧奨（要精密検査者含む）などに
よる受診勧奨をすることで、がんの早期発見・早期治療につ
ながるよう取り組みを継続することが重要と考えている。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 過小である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

2.60 1.80

- 5 -

主担当課

受益者負担 B 1,016 838

SDGｓ

事業期間

健康課 課等長 竹内　崇 会計

関係課

市民一人ひとりが心身ともに健康で充実した生活ができるよう、市民の健康増進と健康意識の向上を図る。　市民の健康寿命を延ば
すために、生活習慣病の発症と重症化を予防する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・委託による健康増進ルームの運営　・各種媒体(広報紙、市ホームページ、掲示、印刷物など)による健康情報の提供　・印刷物や
電話などによる医療機関情報の提供　・健康づくり推進協議会の開催　・自殺対策ネットワーク会議の開催　・しろい健康プランの
策定および進捗管理

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民（検診ごとに対象年齢・性別が異なる）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 健康づくり普及推進事業 コード

96,623

事業内容

会計

A

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

109,971

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 115,855 123,214

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,862.08 1,988.15

受益者負担率　B/D（％）

各種健（検）診の実施（胃がん・大腸がん・肺がん結核・子宮頸がん・乳がん・前立腺がん検診、肝炎ウイルス検診、医療保険未加入者への健
康診査・後期高齢者健康診査）

R6(2024)
年度

13,243

事業目的

健康課 課等長 竹内　崇

事業期間 R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 健（検）診事業 コード A - 5 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・各種健（検）診の実施（胃がん・大腸がん・肺がん結核・子宮頸がん・乳がん・前立腺がん検診、肝炎ウイルス検診、医療保険未
加入者への健康診査・後期高齢者健康診査）
・大腸がん検診受診再勧奨（新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

生活習慣病の予防や、疾病の早期発見・早期治療を図る

予算科目

会計 一般 款 4 目

款

会計 款 目

34 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

委託による健康増進ルームの運営、各種媒体(広報紙、市ホームページ、掲示、印刷物など)による健康情報の提供、印刷物や電話などによる医
療機関情報の提供、健康づくり推進協議会の開催、しろい健康プランの策定および進捗管理

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 □ その他■

7,577

R6（2024）年度決算

Ａ 9,816

0.80 0.60

健康情報や医療機関情報等について、
SNS等も活用し、対象者に合わせた内
容及び方法で情報提供を行うこととし
た。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％） 6.46 6.99

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

健康増進ルーム終了後の運営方針を決
定し、プロポーザル等、令和7年度か
らの運動施設の運営に向けた準備を
行った。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

受診者数　後期高齢者健康診査（2,735人）、医療保険未加入者への健康診査（18人）、胃がん検診

（2,277人）、大腸がん検診（4,777人）、肺がん・結核検診（6,428人）、子宮頸がん検診（1,233

人）、乳がん検診（1,758人）、前立腺がん検診（507人）、肝炎ウイルス検診（287人）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

R8年度契約分からの自己負担額の見
直しに向け、検討を行った。

一部の集団検診を1月まで実施した。 19,232

Ａ

市が実施主体となる必要がある

集団検診の受診を事前予約制にすることにより、会
場の混雑を避けることができている。

健康増進ルームについては、効率的また効果的に運
営するための見直しを行い、民間の力を活用した運
営に変更することとした。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
生涯にがんを発症する人は２人に１人と言われている。ま
た、市の死因別死亡数も悪性新生物・心疾患と生活習慣病が
上位2位と多く、健康寿命の延伸を目指すうえでもがん検診
並びに健康診査の意義は大きく、市民生活に寄与している。

その他 （実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市民の健康寿命の延伸のため、対象に合わせた方法
で健康情報等を提供し、健康プランに基づいた健康
施策を推進する必要性は大きい。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

・令和8～10年度の健（検）診事業の契約事務の開始に併せて、自己負担額を変更する。併せて実施規則の改正、市民への周
知を図る。
・令和７年よりLINEで申込受付する。
・受診者の受益者負担により、市民全体の負担の公平性につながる。
・LINE申込みにより、利便性が向上し、事務の効率化図る。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 5 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

受益者負担の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

健康意識の向上は無関心層も含め全ての市民を対象
に実施すべき取り組みで、健康の維持・増進のため
に必要かつ有効な取組である。

02

改善により期
待される効果

民間事業者等のノウハウを取り入れることにより、新たな手法で市民の健康づくりに寄与する運動施設の運営が期待される。
健康プランのこれまでの取り組みを評価し、今後取り組むべき課題を抽出することができる。

A 5 02

（実施時期：

改善内容等
運動施設の運営について、市民団体への業務委託から民間等への施設の貸付へ変更する。
次期しろい健康プランを2か年で策定するため、R7年度にアンケート調査を実施する。

その他 （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

5,918 4,414

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

委託による健康増進ルームの運営(年306日開館,8,834人)、広報紙、市ホームページ、掲
示、印刷物などによる健康情報の提供、印刷物や電話などによる医療機関情報の提供、健康づ
くり推進協議会(年1回)、庁内健康づくり推進会議(年1回)、自殺対策ネットワーク会議(年1
回)

R7（2025）年度予算

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

Ｒ8 （2026） 年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 9 月）

Ｒ9 （2027） 年 4 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

Ｒ7 （2025） 年 10 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

7,397 14,714

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

保健衛生事業計画歯科医師会議（年１回）、幼児歯科健診（54回920人）、妊婦歯科健診
（40人）、歯周疾患検診（187人）、年末年始歯科診療（２日間9人）、後期高齢者歯科口
腔健診（138人）、歯科保健指導（45回1317人）、歯科健康教育・相談（19回235
人）、電話・来所相談（12人）

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

A 5 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

整理した熱中症対策業務について、一部を環境課へ移管する。さらなる受動喫煙の防止を推進するため条例を制定し、禁煙とする重点区域を指定する
とともに、総務省から分煙施設の整備促進に係る通知等を踏まえ市内２駅の駅周辺に分煙施設を設置する。

熱中症対策について効果的・効率的に継続実施できる。
条例の施行や分煙施設の運用により、受動喫煙の防止が促進される。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 5 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

その他

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

妊婦・幼児・学齢期・壮年期に加え、高齢者への健
診・健康教育を実施することによって、生涯を通じ
た歯科疾患予防に取り組んでいる。

民間企業等の協力を得ることで、市民に魅力のある
講座を効率的に運営することができた。

取り組みごとに集団健診もしくは個別健（検）診を
採用し、一部受益者負担を求めることにより、コス
トを抑えながらも利便性の高い事業を実施してい
る。事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民が自身の健康を守り、高めていくために学び実
践する機会を提供するとともに、継続的に健康情報
を提供する必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 歯科口腔は全身の健康にも関係が深く、平均寿命の
延伸に伴い歯科疾患の予防・早期発見・早期治療の
必要性が高まっている。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

生活習慣病予防教室（年３コース）、ロコモ予防教室（年3回）、健康づくり講演会（年１回）、定例健康相談（年37

回）、骨密度測定会（年7回）、あかちゃん育児相談での骨密度測定の実施（年18回）、ＣＯＰＤ予防啓発（年1回）、

熱中症予防啓発（熱中症警戒アラート39回、ひと涼みスポット15か所設置）、自殺予防の啓発活動（年2回）、こころ

の健康教室（年1回）、ゲートキーパー養成講座（年1回）、こころサポーター養成研修（年1回）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

生涯学習課と連携して教室を開催し
た。企業等との連携により、熱中症予
防や健康相談などの事業の拡大につな
がった。

熱中症対策について、法律改正に合わせて
クーリングシェルターを指定するとともに業
務を整理し、環境課・危機管理課と連携して
実施するよう改善した。

9,616

Ａ

市が実施主体となる必要がある

4,725

R6（2024）年度決算

Ａ 5,471

1.00 2.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％） 0.33 0.23

幼児歯科健診（１歳６か月児健診、２歳児歯科健診、３歳児健診）、妊婦歯科健診、歯周疾患検診、年末年始歯科診療、後期高齢者歯科口腔健
診、歯科健康教育を実施する。

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

34 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

広く市民を対象として、生活習慣病や健康づくりに関する啓発や適切な指導を行うことで、市民が自身の健康を守り・高めることが
できるように支援をする。

予算科目

会計 一般 款 4 目

款

会計 款 目

関係課 環境課 危機管理課

□ 協働 ■ その他

項

計画期間中
の主な取組

健康増進事業：ロコモ予防事業として、ロコモ予防教室・骨密度測定会・あかちゃん育児相談での骨密度測定の実施、生活習慣病予防対策として、定例健康
相談・健康づくり講演会・生活習慣病予防教室を実施、熱中症予防事業としてひと涼みスポットの設置、熱中症警戒アラートの周知や普及啓発を実施、受動
喫煙防止対策としてCOPD予防教室の他、普及啓発を実施。
自殺予防対策事業：自殺予防の啓発活動・こころの健康教室・ゲートキーパー養成講座の開催、こころサポーターの養成を実施。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 健康生活支援事業 コード A - 5 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

9,609

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 10,352 13,288

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 166.38 214.40

受益者負担率　B/D（％）

健康教育（生活習慣病予防教室やロコモ予防教室など）、健康相談（保健福祉センターでの健康相談や骨密度測定会など）、自殺予防の啓発を
行う。

R6(2024)
年度

3,679

事業目的

健康課 課等長 竹内　崇

計画期間中
の主な取組

幼児・妊婦・歯周疾患・後期高齢者の歯科健(検)診の実施、年末年始歯科診療の実施、歯科保健指導（保育園・小学校）の実施、歯
科健康教育・相談の実施
【R3(2021)年度～R7(2025)年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

概ね４０歳以上の市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 歯科口腔保健推進事業 コード

736

事業内容

会計

A - 5 -

主担当課

受益者負担 B 43 44

SDGｓ

事業期間

健康課 課等長 竹内　崇 会計

関係課 保険年金課

生涯を通じた歯と口の健康の保持増進や、歯科疾病の早期発見・早期治療につなげる。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

1.30 0.50

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

12,868 19,439

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 206.82 313.66

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である各事業を通じて健康情報を提供することで生活習慣
を見直す機会をつくることに有効である。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

39,944 33,107

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

妊婦健診２,９６０件、多胎妊婦健診０件、新生児聴覚検査２４６件、乳幼児健診５２９件助
成。産後ケア（宿泊実９人）、マタニティ講座６回２４組、子育て応援講座2回15組、あか
ちゃん育児相談18回214人、１歳６か月児健康診査18回293人、３歳児健康診査18回
377人、発達相談72回延人数202人、おめでとう訪問件数246件、ベビーサロン6回延
132人参加

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

06

改善により期
待される効果

A 5 06

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 5 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

妊娠期から乳幼児期の子育てにおいて、さまざま
なサービスを提供をすることができている。

各種料理教室等での受益者負担を実施し、食生活
改善推進員やしろい食育サポート店、野菜減塩プ
ロジェクト協賛店、協定締結企業等と連携しコス
トを抑え実施できている。

各取り組みについて、専門職の知識や技術を提供
することができ、適切に実施することができた。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
食育基本法第10条地方公共団体の責務、同法19
条及び21条、地域保健法第3条、健康増進法第17
条、母子保健法第9条に基づき、健全な食生活の確
立及び生活習慣病予防による健康増進を図るもの
であり、実施意義及び市の関与は必須である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 核家族化が進み、地域のつながりの希薄化が懸念
される中、子育てに不安を感じる親に対し、その
不安を和らげる支援が継続的に必要である。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

産後ケア事業における対象者の拡大
と、利用料の減額につながった。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

あかちゃん育児相談（18回214人）、1歳6か月児健診（18回293人）、2歳児歯科健診（18回251人）、3歳児

健診（18回375人）、プレパパママスクール（6回28組）、かみかみ教室（12回182人）、保育園等での食育支

援（12園517人）、各種料理教室（4回55人）、ヘルシー食育講座（4回59人）、食生活改善推進員活動（81

回）、食生活改善支援事業（14回153人）、イベントでの啓発（1回701人）、健康相談（12回50人）、電話・

訪問等栄養相談（22人）、しろい食育サポート店事業（36店舗）、野菜減塩プロジェクト(7店舗)、おすすめレシ

ピ（12回）、栄養士連絡会（4回）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

参加率の低い一部料理教室・講座等事
業を見直し、実施方法を他事業や団体
と連携した啓発等に変更した。

10,726

Ａ

市が実施主体となる必要がある

41,399

R6（2024）年度決算

Ａ 37,960

5.40 4.50

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

母子保健に関する相談支援・啓発。妊婦・乳児健診の助成。幼児健診の実施。母子保健推進員との協働。

対象 妊産婦及び乳幼児とその家族

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 ■ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

34 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

子どもから高齢者までの市民が、望ましい食生活の知識を学び、健全な食生活を実践できるよう支援する。

予算科目

会計 一般 款 4 目

款

会計 款 目

関係課 産業振興課

■ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

第3次しろい健康プラン食育推進計画　重点的取り組み１：食育に関する情報の新規啓発（ライフステージに応じた情報発信、食
品関連事業者と連携した取り組み等）【Ｒ4（2022）年度～Ｒ7（2025）年度】
第3次しろい健康プラン食育推進計画　重点的取り組み２：しろい食育サポート店の登録促進【Ｒ4（2022）年度～Ｒ7
（2025）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 食からの健康づくり支援事業 コード A - 5 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

1,897

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 13,993 18,082

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 224.90 291.77

受益者負担率　B/D（％） 0.73

健康相談・育児相談・幼児健診・妊娠教室における栄養指導、離乳食教室、保育園等での食育支援、食生活改善推進員活動、ヘルシー食育講
座、食生活改善支援事業、野菜減塩プロジェクト事業、しろい食育サポート店事業、おすすめレシピ、栄養士連絡会、食育啓発等

R6(2024)
年度

16,185

事業目的

健康課 課等長 竹内　崇

計画期間中
の主な取組

妊婦健診、乳児健診の助成。マタニティ講座、訪問指導、育児相談、幼児健診の実施。母子保健推進員との協働。【Ｒ3（202
１）年度～Ｒ7（2025）年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 母子保健推進事業 コード

3,267

102 73

事業内容

会計

A - 5 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

健康課 課等長 竹内　崇 会計

関係課

妊産婦及び乳幼児の健康の保持・増進と妊娠・出産・育児に関する不安の軽減を図る

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

0.40

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である
事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.45 2.20

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

77,904 74,506

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,252.11 1,202.21

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である第３次しろい健康プランで掲げた目標に向けて着
実に実施している。目標達成のためにより多くの
市民への啓発と関係団体との更なる連携が必要で
ある。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

令和７ 年 10 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

14,794 9,564

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

集団健診会場での初回面談３０回、集団教室2回、体組成測定会23回、個別体組成測定（令和
7年7月まで実施）。・対象者447人中、利用者252 人(終了者91人)  ・実施率：20.4％
※令和6年度特定保健指導は現在進行中のため、令和7年3月末時点の取組状況。

R7（2025）年度予算

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

08

改善により期
待される効果

A 5 08

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

現状では、特定健康診査の未受診者に対して電話とハガキによる受診勧奨を実施しているが、
今後の周知方法について検討を行う。

特定健康診査の受診率向上。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 5 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

その他

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

国で定められた基準を基に対象者を抽出している。
保健指導実施率を評価に掲げており、効果的に実施
するため方法を工夫しながら目標達成に取り組んで
いる。

集団健診会場の混雑防止のため、予約制としてお
り、予約対応に係るコストが発生しているが、サー
ビス水準はその分向上していると考えられる。

直営で実施している集団健診受診者への特定保健指導は実施
率が高い。対象の8割近くが集団健診の受診者であり、健診
会場で面談を行うことで効率的に実施している。個別健診受
診者への特定保健指導は委託することで効率的に実施されて
いる。事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民の健康保持・増進につながる本事業のニーズは
高いと評価する。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 対象者が自身の生活習慣における課題を認識し、生
活習慣を改善することで、健康的な生活を維持でき
るよう、専門職による情報の提供と助言等の支援を
行う必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

集団健診　5会場　全30日　個別健診　15医療機関
受診率　R3(2021)：39.9%、R4(2022)：43.0％　R5（2023）46.1％
R6(2024）　40.2％（暫定値）
（法定報告値見込　45％）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
6,657

Ａ

市が実施主体となる必要がある

5,215

R6（2024）年度決算

Ａ 3,441

2.00 1.30

申込制としていた面談の一部につい
て、日時指定で案内通知を発送し参加
を促した。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

特定健診受診者のうち、特定保健指導の該当者へ保健師・管理栄養士による面接等の保健指導を実施する。面接で生活習慣改善の目標を立案
し、3か月以上支援を行い、評価を行う。

対象 特定健診の結果に基づき、肥満リスク、血圧等のリスクにより選定される

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

国保 款

款

15 項 1H20(2008)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目
保健指導を必要とする者を的確に抽出し、生活習慣病の中でも、特に心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険因子である糖尿病、高血圧症、脂質異常症
等、またその発症前段階であるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の有病者・予備軍を減少させ医療費の適正化を図る。

予算科目

会計 国保 款 5 目

款

会計 款 目

関係課 健康課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

特定健康診査集団健診【R3(2021)年度～R7(2025)年度】
特定健康診査個別健診【R3(2021)年度～R7(2025)年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H20(2008)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 特定健康診査事業 コード A - 5 -

1項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

41,007

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 39,024 47,628

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 627.22 768.52

受益者負担率　B/D（％）

国民健康保険の保険者として特定健康診査を実施する。
※法定事業

R6(2024)
年度

6,621

事業目的

保険年金課 課等長 萩原　靖殖

計画期間中
の主な取組

健診会場での面接を含む個別面接、集団教室等で保健指導を実施する。集団健診受診者、人間ドック受検者の対象者は直営で、個別
健診受診者の対象者は委託で保健指導を実施する。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

年度末年齢が40歳以上である白井市国民健康保険の被保険者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 特定保健指導事業 コード

32,367

事業内容

会計

A - 5 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

健康課 課等長 竹内　崇 会計

関係課 保険年金課

国民健康保険被保険者が生活習慣病の要因となっている生活習慣を認識し、自ら生活習慣の改善と自己管理を行うことで、健康的な
生活を維持できるようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.90 0.90

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

18,235 14,779

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 293.08 238.47

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である取組内容については適切であると考える。受診率に
ついても増加傾向にある。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

受検者の健康保持・増進により、保険運営の健全化
に寄与していると考えられるため。

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.30 0.30

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

満40歳以上の白井市国民健康保険の被保険者
白井市に住所を有しているまたは白井市から住所地特例の適用受けている千葉県後期高齢者医療の被保険者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

11,124

事業内容

会計

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

14,158

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 13,343 16,365

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 214.46 264.06

受益者負担率　B/D（％）

市国民健康保険被保険者及び千葉県後期高齢者医療制度被保険者の人間ドック及び脳ドックに係る受検費用の一部を助成する。

R6(2024)
年度

2,207

事業目的

保険年金課 課等長 萩原　靖殖

事業期間 H24(2012)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 人間ドック等受検費用助成事業 コード A - 5 -

1項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

全国医療機関における償還による補助【R3(2021)年度～R7(2025)年度】
契約医療機関における現物による補助【R3(2021)年度～R7(2025)年度】

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

3 項

事業目的

項 目

人間ドック及び脳ドックに係る受検費用を助成することにより、疾病の早期発見及び早期治療に役立て、被保険者の健康保持・増進
を図ることで、市国民健康保険及び千葉県後期高齢者医療制度の健全な運営に寄与する。

予算科目

会計 国保 款 5 目

款

会計 後期 款 1 目 1

項～

予算科目

会計

項

項

款

会計

款

款

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

【国保】人間ドック等助成件数　531件　11,086,900円
　人間:419件　 脳:43件　併用:69件
【後期】人間ドック等助成件数　183件　   1,955,600円
　人間:140件　　脳:25件　併用18件

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

契約医療機関拡大のため、償還払いを
行っている医療機関からの問い合わせ
の際に、契約の締結について提案して
いる。

2,219

Ａ

業務プロセスの改善により、事務量が軽減できてい
るため。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
助成件数は横ばい傾向にあるものの、一定のニーズ
があると考えられるため。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

引き続き契約医療機関の拡大に努め、利便性の向上を図る。

受診者が事前に申請することにより、立て替えによる一時的な金銭の負担が減り、受診率の改善につながる効果が期待され
る。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

A 5 09

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

民間委託を導入・拡大

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

-

09

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



 

 

Ｂ 学習・教育 

   １ 学校教育 

 

 

 
 

 

 



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

130,788 89,644

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 2,102.09 1,446.48

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切であるＡＬＴを活用することで、他国の文化を身近に感
じ、積極的に母国語が異なる方にも関わろうとする
姿勢を育むことができた。

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.20 0.20

- 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

教育総務課 課等長 落合　一矢 会計

関係課

教育環境の向上を図り、児童や教職員がより安全で快適に学校生活を送れるようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・普通教室のエアコンの運用
・特別教室のエアコンの整備手法の検討、整備、運用
・児童用の机、椅子の整備手法の検討、整備、維持
・その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

全小中学校及び教育支援センターの児童生徒

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 小学校教育環境向上事業 コード

61,262

事業内容

会計

B

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

61,262

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 62,741 62,733

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,008.41 1,012.25

受益者負担率　B/D（％）

全小中学校及び適応支援教室に英語を母語とするＡＬＴや同等の能力を有するＡＬＴを配置する。

R6(2024)
年度

1,471

事業目的

教育支援課 課等長 山本　高寿

事業期間 H21(2009)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 ＡＬＴ配置事業 コード B - 1 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

小学校３・４年の外国語活動（週1）、５・６年の外国語（週2）にＡＬＴを配置する。・中学校の外国語（週１～２）にＡＬＴを
配置する。・教育支援センター（週１）にＡＬＴを配置する。

手法 □ 直営 ■ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課 学校政策課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

外国語指導助手(ALT)の配置により、国際理解教育・外国語活動・外国語教育を充実するとともに児童生徒がALTと授業内外で関
わることで、言語や文化に対する理解を深め、コミュニケーションを図ろうとする態度や意欲の育成を図る。

予算科目

会計 一般会計 款 9 目

款

会計 款 目

19 項 2～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

普通教室のエアコンの運用を行うとともに、特別教室へのエアコンの整備や老朽化した児童用の机、椅子の更新を行う。
その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等を行う。

対象 学校施設

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

87,437

R6（2024）年度決算

Ａ 128,569

0.30 0.30

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

配置人数は１３人。安定してＡＬＴを配置することができ、計画的・効果的に外国語活動及び
外国語の授業を実施することができた。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
1,479

Ａ

市が実施主体となる必要がある

ＡＬＴを民間業者に委託して各学校に配置し外国語
に触れる機会を強化したことにより、外国語による
コミュニケーション能力等の育成が図れており、効
果的である。

学校施設と備品の整備事業であり、引き続き市が運
営主体となって事業を進める必要がある。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
学習指導要領に基づき、小中学校においてＡＬＴを
活用して外国語に触れる機会を強化し、外国語によ
るコミュニケーション能力等の育成を図る必要があ
る。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 学校施設と備品の整備、維持管理などの事業であ
り、引き続き市が実施主体となって事業を進める必
要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 1 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

学校施設の修繕、改修工事により児童や教職員への
安全性が向上し、エアコン整備、適正な維持管理に
より快適な学校生活を送れるようになった。

02

改善により期
待される効果

B 1 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

2,219 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

普通教室及び特別教室エアコンの運用
児童用の机、椅子の整備（3年計画の3年目）
七次台小学校プール槽及びプールサイドの改修工事
その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 ■ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

1,479 1,471

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

普通教室及び特別教室エアコンの運用
児童用の机、椅子の整備（3年計画の3年目）
その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

B 1 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

学校施設の長寿命化の改定の実施、池の上小及び桜台小学校体育館の改修実施設計を休止する。

市の現状に即した学校施設の長寿命化計画に改定することで、計画的でかつ的確な改修を行うことができる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 1 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

その他

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

学校施設の修繕、改修工事により児童や教職員への
安全性が向上し、エアコン整備、適正な維持管理に
より快適な学校生活を送れるようになった。

学校施設の整備事業であり、引き続き市が運営主体
となって事業を進める必要がある。

学校施設と備品の整備事業であり、引き続き市が運
営主体となって事業を進める必要がある。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
学校施設の整備事業であり、引き続き市が実施主体
となって事業を進める必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 学校施設と備品の整備、維持管理などの事業であ
り、引き続き市が実施主体となって事業を進める必
要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

池の上小学校校舎改修工事の完了
桜台小中学校校舎改修工事実施設計の完了

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
3,699

Ａ

市が実施主体となる必要がある

57,171

R6（2024）年度決算

Ａ 53,669

0.20 0.20

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

普通教室のエアコンの運用を行うとともに、特別教室へのエアコンの整備や老朽化した生徒用の机、椅子の更新を行う。
　その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等を行う。

対象 　学校施設

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

19 項 3～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

安全安心を最優先に、社会状況の変化に対応した学校施設に求められる機能を確保する。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・大規模改修
七次台小体育館（R3実施設計・R4改修工事）池の上小学校校舎（R4基本設計・R5実施設計・R6改修工事）桜台小学校校舎（R5
基本設計・R6実施設計・R7改修工事）池の上小学校体育館（R7実施設計）桜台小体育館（R7実施設計）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 小学校施設改修等事業 コード B - 1 -

3項 2

国土強靭化計画 1-1  地震【重】 3-2  行政機能【重】 -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

255,308

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 1,022,724 258,987

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 16,437.74 4,178.95

受益者負担率　B/D（％）

学校施設の長寿命化計画に基づき、校舎等の大規模改修工事を行う。

R6(2024)
年度

3,679

事業目的

教育総務課 課等長 落合　一矢

計画期間中
の主な取組

・普通教室のエアコンの運用
・特別教室のエアコンの整備手法の検討、整備、運用
・生徒用の机、椅子の整備手法の検討、整備、維持
・その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

　学校施設

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 中学校教育環境向上事業 コード

1,019,025

事業内容

会計

B - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

教育総務課 課等長 落合　一矢 会計

関係課

教育環境の向上を図り、生徒や教職員がより安全で快適に学校生活を送れるようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.50 0.50

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

55,148 58,642

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 886.37 946.24

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である大規模改修に向けた設計業務が完了し、安全安心を
最優先に社会状況の変化に対応した機能の確保が可
能な設計となった。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 ■ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

2,219 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

学校防犯ボランティアや交通安全教室、通学路点検により、児童の登下校時の安全が守られて
いる。

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

06

改善により期
待される効果

B 1 06

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

学校施設の長寿命化計画の改定の実施、白井中の部室及び長寿命化改修の改修実施設計を休止する。

市の現状に即した学校施設の長寿命化計画に改定することで、計画的でかつ的確な改修を行うことができる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 1 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

その他

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

水質・照度・衛生検査等により校内施設利用での健
康上の安全確保を図ることができた。交通安全対策
により、より一層の通学上の安全確保が図られた。

学校施設の整備事業であり、引き続き市が運営主体
となって事業を進める必要がある。

公共性が高い、交通安全対策は、関係機関の連携、
学校防犯ボランティアの活用、民間委託、会計年度
任用職員の雇用等、事業毎に適切かつ効率的な実施
に努めている。事業・サービスの水準

評価の理由・課題
学校施設の整備事業であり、引き続き市が実施主体
となって事業を進める必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 児童生徒の登下校の安全確保は、学校の重要な責務
であり、そのために不可欠な事業である。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

スクールバスを本格導入した。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

桜台小学校校舎大規模改修工事に伴う桜台中学校改修実施設計の完了

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
2,219

Ａ

市が実施主体となる必要がある

42,097

R6（2024）年度決算

Ａ 42,407

0.30 0.30

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

学校防犯ボランティアによる登下校の見守り、児童の引率・安全指導、交通安全教室の開催、通学路の合同点検、安全啓発物資の配布等を行
う。また、水質検査、照度検査、学校衛生検査等を実施する。

対象 全小中学校の児童生徒

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般会計 款

款

39 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

安全安心を最優先に、社会状況の変化に対応した学校施設に求められる機能を確保する。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・大規模改修　　七次台中学校校舎（R3実施設計・R4改修工事）南山中学校体育館（R3改修工事）白井中柔剣道場（R4実施設
計・R5改修工事）大山口中柔剣道場（R4実施設計・R5改修工事）南山中柔剣道場（R4実施設計・R5改修工事）七次台中柔剣道
場（R7実施設計）白井中部室（R7実施設計）
・長寿命化改修白井中校舎（R6基本設計・R7実施設計）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 中学校施設改修等事業 コード B - 1 -

3項 3

国土強靭化計画 1-1  地震【重】 3-2  行政機能【重】 -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

15,972

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 6,115 19,651

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 98.29 317.08

受益者負担率　B/D（％）

学校施設の長寿命化計画に基づき、校舎等の大規模改修工事及び長寿命化改修を行う。

R6(2024)
年度

3,679

事業目的

教育総務課 課等長 落合　一矢

計画期間中
の主な取組

・学校防犯ボランティア及びシルバー人材センターによる見守り及び付き添い支援。・スクールバスの運行　・交通安全教室、通学
路の合同点検の実施、安全物資の配布。・水質検査、照度検査、学校衛生検査等の実施。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

　学校施設

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 学校安全対策事業 コード

3,896

事業内容

会計

B - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

教育支援課 課等長 山本　高寿 会計

関係課 学校政策課

児童生徒の通学等における安全を確保するとともに、安全・健康・快適な学習環境を確保することにより、安全な学校生活を送れる
ようにする。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.30 0.50

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

44,626 44,304

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 717.25 714.88

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である大規模改修に向けた設計業務が完了し、安全安心を
最優先に社会状況の変化に対応した機能の確保が可
能な設計となった。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

3,549 3,627

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 57.05 58.53

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である各調査を行うことで、現状と課題が明確になり、課
題改善に向けての取組を行った。研究指定校の公開
研究会は、具体的な指導方法の提案があり、大変有
効だった。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.30 0.30

- 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

教育支援課 課等長 山本　高寿 会計

関係課

児童生徒や保護者及び教員の不安や悩みに対応し、児童生徒が学校や家庭等においてより良い人間関係作りや充実した生活が送れる
ように支援する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・相談員による面接相談
・電話相談・訪問相談等の実施
・相談ケースの集積及び一般化

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

全小中学校児童生徒

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 教育相談事業 コード

5,578

事業内容

会計

B

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

6,013

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 7,797 8,220

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 125.32 132.64

受益者負担率　B/D（％）

児童生徒の学習のつまずき、体力・運動能力、学級の様子などの各種調査を行い、その結果を分析し、必要な指導等を行う。また、教職員の資
質や能力の向上に資するニーズに沿った研修を行うとともに、研究校において、実証的な研究を行い、その成果を各校に提供する。

R6(2024)
年度

2,207

事業目的

教育支援課 課等長 山本　高寿

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 教育課題調査研究事業 コード B - 1 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・総合学力調査の分析。    ・スポーツテストの分析及び次年度の課題設定。
・学校生活についてのアンケート調査の実施及び体育・ICT項目の追加。
・教職員研修の実施及び課題調査。          ・指定校による調査研究・成果の提供。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

児童生徒の実態や教育課題を把握し、教職員の資質・能力を向上させることにより、授業等の改善、児童生徒の学習意欲や体力等の
向上を図る。

予算科目

会計 一般会計 款 9 目

款

会計 款 目

39 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般会計 款

款

児童生徒や保護者及び教員を対象に、相談員による面接・電話・訪問等の教育相談を実施する。

対象 全小中学校児童生徒及び保護者、教職員

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

2,156

R6（2024）年度決算

Ａ 2,070

0.20 0.20

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

相談時間を増やすよう検討した結果、
調整できなかった。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

児童生徒の学習のつまずき、体力・運動能力、学級の様子などの各種調査をタブレット等を用
いて行い、その結果を分析し、必要な指導等を行った。また、教職員の資質や能力の向上に資
するニーズに沿った研修を行った。１２月には七次台中学校で公開研究会を実施した。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

総合学力調査で一人一台端末の活用が
でき、結果分析を生かした個別最適な
学習指導ができる。

2,219

Ａ

市が実施主体となる必要がある

業務改善を実現するために、各種調査の結果分析を
委託できることは大変効果的である。

効果が出るまでに時間のかかるケースも多いが、実
施手法や運営は適切である。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
一人一人の力の現状と課題を明確にするために、大
いに役立った。教職員には、教育の質の向上のた
め、高い専門性と時代に応じた知識・技能の習得が
求められている。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 年々、不登校児童生徒は増加傾向にあり、本事業の
ニーズや重要性は高まっている。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

引き続き総合学力調査を実施することで一人一台端末の活用ができ、児童生徒一人一人の調査結果に合わせた復習プリントを
すぐに作成し、学習することができる。

経年変化の確認ができるので、より詳細な分析が期待できる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 1 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

相談機関とつながることで、相談者の心の安定が生
まれ、改善に向かうケースがある。

08

改善により期
待される効果

B 1 08

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

1,479 1,471

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

令和６年度の年間の相談件数は２２９件。相談内容の約８割が不登校である。児童生徒や保護
者及び教職員を対象に、相談員による面談、電話、訪問等の教育相談を実施した。相談内容や
状況により、市教育支援センターや家児相、学校等の他機関と連携することができた。

R7（2025）年度予算

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

740 736

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

市教育支援センター利用児童生徒数は３１人。学びたいと思った時に学べる環境を整備し、通
室児童生徒が落ち着いた空間で学習や自立活動を行い、自我の確立や社会的自立への支援を
行った。

R7（2025）年度予算

-

09

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

10

改善により期
待される効果

児童生徒がより落ち着いて過ごすことができる環境の提供ができる。
児童生徒の通室にかかる時間の短縮と、通室時の安全性の向上。

B 1 10

（実施時期：

改善内容等
建物の老朽化、代替場所の検討

その他 （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

民間事業者や国際交流協会に委託するなどの検討をしていく。

専門スタッフによる効果的な活動、専門スタッフの増加による安全性の向上、通訳等のきめ細かな指導が期待できる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 1 09

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

民間委託を導入・拡大

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

多様な教育的ニーズへ対応するという施策の実現の
ために大きく寄与している。

市教育振興基本計画に位置づけられている事業であ
るが、安全面や成果の観点から、民間事業者や国際
交流協会に委託して行ったほうが効果的な事業であ
る。

すぐに効果が期待できない事案も多いが、継続的に
児童生徒の支援をしていく必要がある。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市教育振興基本計画に位置づけられている事業であ
るが、民間事業者や国際交流協会が行うことが可能
な事業である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 小さい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 様々な理由で学校に通うことが難しい児童生徒の居
場所として、大きな役割を果たしている。不登校児
童生徒は増加傾向にあり、本事業のニーズは高まっ
ているといえる。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

２０２３年度のオーストラリアの洪水後、交流校との連絡が困難となり、交流事業を中止とし
た。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

実施方法を検討した。 740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

7,389

R6（2024）年度決算

Ａ 6,853

0.10 0.10

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

教育支援センターを運営し、不登校及び不登校傾向のある児童生徒の心理面、学習面、生活面の相談・支援を行う。また、通室する児童生徒の
保護者及び在籍校と連携し、指導・支援のあり方を共有する。

対象 全小中学校児童生徒

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

39 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

青少年の国際理解を深めるとともに、国際的視野を広め、国際交流推進の担い手となる人材の育成を図る。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

【派遣】交流校への中学生等派遣による国際交流の実施。
【受入】交流校からの中学生等受入による国際交流の実施。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 H4(1992)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 青少年国際交流事業 コード B - 1 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

主担当課

対象

■

小さい

実施主体 他団体が実施できる

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 740 736

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 11.89 11.87

受益者負担率　B/D（％）

中学生をオーストラリアメルボルンにある交流校（友好都市キャンパスピ市のカヤブラム校とブリンバンク市のキーロー校）へ派遣し、同校か
ら生徒及び引率者を受け入れる（隔年実施）。

R6(2024)
年度

736

事業目的

教育支援課 課等長 山本　高寿

計画期間中
の主な取組

・教育支援センターの運営及び支援員の配置。・通室する児童生徒の保護者・在籍校との連携及び指導・支援のあり方の共有。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

中学１年生～中学３年生

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 教育支援センター事業（旧：適応指導教室事業） コード

事業内容

会計

B - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

教育支援課 課等長 山本　高寿 会計

関係課

不登校の児童、生徒すべての学びの場を確保し、学びたいと思ったときに学べる環境と居場所を整える。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいていない

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 見直す余地がある

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

7,593 8,125

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 122.03 131.10

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 薄れている

市が関与する必要性 薄れている
市民生活・地域社会への影響度

適切である達成度については、２０２３年度のオーストラリア
の洪水後、メールでの連絡が困難となり、交流事業
を中止したため。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

Ｒ7 （2025） 年 9 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

3,699 3,679

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

小学校1年生から6年生の全クラスと中学校の給食栄養指導を年間150日以上実施した。地産
地消の取組として小学生の体験学習（2校）の実施や給食献立で白井市産の食材を取り入れた
ことを知らせた。給食での地産地消の取組を「しろいまっち」で取り上げてもらい情報を広め
た。

R7（2025）年度予算

-

11

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

12

改善により期
待される効果

B 1 12

（実施時期：

改善内容等
R7年度は9月から給食のセンター化に伴い、桜台小中学校への訪問も実施する。

業務プロセスの改善（スケジュール等） （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 1 11

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

地産地消の取組や食に関する指導を行う上で、学校
給食の活用は有効である。

就学相談を経て支援級に入級する児童生徒の増加
は、適切な実施の結果であると考えられる。引き続
き、全職員の研修を続け、専門性を高めていく。

すぐには成果は出ないが、健康的な食生活を習慣づ
けるためには、継続的な指導が必要である。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
多様性の尊重の観点からも、個々の特性を認め合
い、社会で自立できる人間の育成が重要である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 児童生徒が健康的な食生活を知ること、また、学校
給食をとおして、栄養のバランスが取れた食事が実
践できるようにするために必要な事業である。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

入学前の就学相談は約８０件あり、特別支援教育に対する関心の高さと必要性を再確認した。
見学・体験を実施し、より円滑に就学に向けて進められるよう取り組んだ。個別支援学級の在
籍児童生徒数が増加し、巡回指導員の派遣によって、児童生徒のアセスメントと併せて教職員
の専門性の向上も担った。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
5,178

Ａ

市が実施主体となる必要がある

0

R6（2024）年度決算

Ａ 0

0.50 0.50

食育の一環として給食調理の様子を動
画にし、児童生徒に知らせた。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

栄養士による食育の授業や給食訪問を通して、健康的な食事のあり方や食に関する内容で指導を行う。

対象 全小中学校児童生徒

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

39 項 5～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

障がいのある子供一人ひとりの教育的ニーズを把握し、生活や学習上の困難を改善又は克服することを支援し、子ども達の自立と社
会参加を促す。学校教職員の専門性の向上。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・就学相談と適切な情報提供、体験の実施。・教育支援委員会の開催。・個別支援学級介助員、支援員の配置及びニーズの調査、把
握。・巡回指導員等による教職員の指導・助言。　・特別支援教育担当経験者の教育相談員の配置。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 特別支援教育事業 コード B - 1 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

48,787

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 51,741 53,937

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 831.61 870.31

受益者負担率　B/D（％）

未就学児を含む適切な就学相談の実施や就学に係る適切な情報提供。教育支援委員会開催や教育的ニーズに応じた個別支援学級介助員の配置、
専門性の高い巡回指導員による指導・助言等の実施。

R6(2024)
年度

5,150

事業目的

教育支援課 課等長 山本　高寿

計画期間中
の主な取組

・栄養士による食育の授業や給食栄養指導の実施。・給食配布物等による食育の啓発・指導。
・地産地消の取組として小学生による枝豆のさや取り体験やトウモロコシの皮むき体験を実施。
・給食調理等の動画を作成

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

未就学児（年長児中心）と全小中学校の児童生徒及び市内小中学校教職員

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 小中学生の栄養指導事業 コード

46,563

事業内容

会計

B - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

教育支援課 課等長 山本　高寿 会計

関係課

学校給食を通して、児童生徒の発達の段階に即した食育指導を行うことで、児童生徒が健康的な食生活を知り、実践し、将来に向け
て心身の健康づくりを促す。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.70 0.70

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

3,699 3,679

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 59.44 59.36

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である特別支援教育を支援級在籍児童生徒のみならず、全
ての児童生徒に対して推進する必要がある。理解を
深めるため、研修をさらに効果的に行う必要があ
る。



 

 

Ｂ 学習・教育 

   ２ 生涯学習 

 

 

 

 
 



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

Ｒ4 （2022） 年 3 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

(2021)年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 ■

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

02

改善により期
待される効果

B 2 02

（実施時期：

改善内容等

他事業との連携・統合 （実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 2 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

各種スポーツ大会の開催は、市やスポーツ団体等で
協働ができている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民スポーツの普及振興・健康と体力保持促進を図
るとともに、各種大会を開催することにより、競技
力の向上を図るにも必要である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了 Ｒ3

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

各市民大会、梨マラソン大会、印旛郡市スポーツ大会、印旛郡市駅伝競走大会を実施した。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
7,397

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

市内各中学校長及び担当者で構成された立春式実行委員会と協議を図るとともに、各中学校で実施する体験学習や記念式典などの事業に必要な
経費を補助する。

対象 市内中学校２年生

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

19 項 4S39(1964)年度 ～ R3(2021)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

スポーツの普及振興・市民の健康と体力保持増進を図る。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

■ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

各種スポーツ大会を開催する
各市民大会（17競技、参加者は不明）、梨マラソン大会（参加者2,460人）、印旛郡市民スポーツ大会（選手304人）、印旛郡市
駅伝競走大会（選手12人）の実施

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 各種スポーツ大会開催事業 コード B - 2 -

1項 5

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

4,811

主担当課

対象

□

小さい

実施主体 他団体が実施している

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 10,671 12,168

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 171.51 196.34

受益者負担率　B/D（％）

各種スポーツ大会を開催する

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

生涯学習課 課等長 西口　武雄

計画期間中
の主な取組

・各中学校での体験活動及び記念式典の実施
・立春式事業補助金の交付
・立春式事業のあり方の検討

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民、その他

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 立春式事業 コード

3,274

事業内容

会計

B - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

生涯学習課 課等長 西口　武雄 会計

関係課

市内中学校２年生を対象として、「自覚」「立志」「健康」をテーマとした式典をはじめ、各事業を実施し、社会の一員としての自
覚や将来の夢を育み、青少年の健全育成を図る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

各種スポーツ大会を開催することにより、市民ス
ポーツ普及振興・健康増進が図れるもので、有効性
は高い。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

740 736

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

リトアニア共和国大使講演会を開催。（開催日：令和６年１０月１２日（土） ３０８人）
世界のダンス＆ミュージックフェスティバル2025を開催。（開催日：令和7年３月２日
（土） ４００人）

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

日本人及び外国人市民の交流が進み、相互理解が深まることで多文化共生に寄与することができる。

B 2 04

（実施時期：

改善内容等
外国人市民交流の場所や内容について、より多くの日本人と外国人市民が参加できるよう見直す。
また、相互の文化についてより理解が深まるような内容を検討する。

事業・サービス水準の見直し （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 2 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

今後、市内の外国人市民比率は増えることが予想さ
れており、多文化共生を進めるためには、異文化へ
の理解を深める取組は有効である。

オンライン配信を併用しながら、保護者同士の交流
の場としての質の向上を目指す。

大使講演会及び外国人市民地域交流事業を白井国際
交流協会に委託するなど、市内の団体を活用してい
る。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
多様性やデジタル化などにより子どもを取り巻く環
境が急速に変化していく中で、保護者が情報を得や
すく、安全に交流できる場を行政が継続的に設ける
ことが望ましい。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 今後の多文化共生に向けて、異文化への理解を進め
ることが重要になってくることから、必要性は高
い。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

大使講演会前に市役所東庁舎１階で、
リトアニア共和国展を開催し、異文化
理解を深める機会を増やした。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

就学時検診時における家庭教育講座（９校）
家庭教育講座（８回）、オンラインでの家庭教育講座の開催（３回/８回）
家庭教育通信の発行（２回）
受講者ニーズの調査（アンケート調査）、参加人数600名

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

通年講座だったのを３回の連続講座や
１講座だけでも参加しやすいようにし
た。

1,479

Ａ

市が実施主体となる必要がある

407

R6（2024）年度決算

Ａ 302

0.10 0.10

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

友好都市交流や異文化理解講演、外国人市民交流事業を実施する。

対象 市民、市民団体、事業者等

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

62 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

子育てに携わることができる人材の発掘や育成、子育てに関する情報提供、保護者の交流や相談の場を創出することにより、家庭教
育の向上を図る。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

就学前検診時における家庭教育講座の実施
子育て・家庭教育に興味・関心がある市民を対象とした定期的な家庭教育講座の実施
家庭教育通信の発行
指定管理者による各センターでの子育て講座の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 S57(1982)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 家庭教育事業 コード B - 2 -

1項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

200

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 1,751 1,671

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 28.15 26.97

受益者負担率　B/D（％）

家庭教育講座や就学前検診時の子育て講演会の開催、家庭教育通信の発行。

R6(2024)
年度

1,471

事業目的

生涯学習課 課等長 西口　武雄

計画期間中
の主な取組

異文化理解講演の開催【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
外国人市民交流事業の実施【R3（2021）年度～R7（2025）年度】
友好都市交流事業（市民代表団派遣・小中学生の作品交換展示）【R3（2021）年度～R5（2023）年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

子育て・家庭教育に興味・関心がある市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 国際理解推進事業 コード

272

事業内容

会計

B - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

企画政策課 課等長 村越　貴之 会計

関係課

市民の国際的な視野を広め、様々な異文化への監視と理解を高める。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.20 0.20

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

1,042 1,143

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 16.74 18.44

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切であるオンラインを併用した家庭教育講座の開催に加え、
YouTubeでの配信、就学前検診時に家庭教育講座
を実施することで、広く家庭教育を学ぶ機会を提供
することができた。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

14,794 14,714

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

図書受入冊数：10,594冊
雑誌受入タイトル数：182誌　新聞受入タイトル数：２２紙
視聴覚資料受入点数：102点　データベース：４タイトル

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

06

改善により期
待される効果

図書館業務の作業効率が上がり、利用者サービスが向上する。

B 2 06

（実施時期：

改善内容等
蔵書管理に有効なICTの活用を検討する。

業務プロセスの改善（スケジュール等） （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

貸出・返却・予約の受け取りを市民自らが行えるようなICTの活用を検討する。

利用者のプライバシーへの配慮を行い、かつ業務改善、作業効率が上がる。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 2 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

業務プロセスの改善（スケジュール等）

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

複本を抑えて、多くの分野の図書を購入できるよう
に努める。

ICT技術を活用するなど、業務の簡略化をしながら
サービスの質を維持するよう努める。

毎年計画的に資料購入を行い、市民要求に応えるよ
うに努める。ICTを活用した新媒体（電子書籍等）
について調査・研究する。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
学校図書館や市内の図書館と連携し、市民の生涯学
習を支援する。
さらに図書館内の環境を整え、安全な利用環境作り
に努める。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市民の学習を支援するには、多くの図書が必要であ
る。市内に書店がないことから、図書館において収
集・整理・保存することは重要である。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

蔵書管理に有効なICTの活用を検討し
ている。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

開館日数：290日
入館者数： 157,058人（542人/日）
貸出点数：（個人）355,066点（1,224点/日）、（団体）14,081点

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

ICT技術を活用したサービスの提供を
検討している。

運営にあたる人の配置・歳入に関し
て、近隣図書館の運営方法を調査・研
究した。

22,191

Ａ

市が実施主体となる必要がある

23,007

R6（2024）年度決算

Ａ 22,880

2.00 2.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

図書・雑誌・新聞などの資料の収集・整理・保存・提供を行う。また、データベースなど最新の情報ツールを提供するとともに、電子書籍の導
入や郷土資料のデジタル画像化等を検討する。

対象 乳幼児～一般市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

69 項 4H6(1994)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

市民の読書環境を整え、幅広い世代への読書普及を図り、市民の生涯学習を支援する。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課 文化センタープラネタリウム館 健康課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・レファレンスサービスの提供             ・児童、青少年サービスの提供
・障がい者、高齢者サービスの提供       ・利用者ニーズの調査・研究及び社会情勢の変化に対応した機器導入等の検討

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H6(1994)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 図書館サービス推進事業 コード B - 2 -

6項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

43,857

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 64,973 65,928

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,044.28 1,063.80

受益者負担率　B/D（％）

図書館の利用者層・利用目的に対応したサービスの調査・研究を行い、利用者のニーズに沿ったサービスを提供する。また、社会情勢の変化に
対応した機器の導入等を検討する。

R6(2024)
年度

22,071

事業目的

文化センター 課等長 髙花　宏行

計画期間中
の主な取組

・図書・雑誌・新聞などの資料の収集（購入・寄贈受入）及び整理・保存・提供
・電子書籍導入の検討
・郷土資料のデジタル画像等の検討

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

乳幼児～一般市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 図書館資料整備事業 コード

42,782

事業内容

会計

B - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

文化センター 課等長 髙花　宏行 会計

関係課

図書等の計画的な整備と社会情勢に応じた蔵書構成を図り、市民の読書要求に応える。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

3.00 3.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

37,674 37,721

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 605.52 608.66

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切であるインターネットに接続できる端末とWi-Fi環境を整
え、自宅やオフィス、学校とは異なる第3の居場所
の提供に努める。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 2 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

職員による、白井独自の特色ある事業を展開してい
る。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
小さな子どもや妊婦、高齢者など幅広い市民が等し
く、継続的に天文に親しみ、学ぶ機会を得るには、
身近な施設で様々な事業を展開する必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

当館が開館30周年を迎えたことを記念し、番組やポスターの作成、イベントの企画・投映を
行った。その1つ「謎解き」投映では、普段来館割合が少ない20代から３０代の方や、謎解き
目当ての遠方からの参加者が多く見受けられ、十分に成果を上げることができた。投映回数
532回　来館者数16,213人

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
14,794

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

学校教育、生涯学習及び天文を通じた交流活動の場として、市民が生涯を通じ、継続的に星空や宇宙に親しむ環境を提供し、情操を
養う。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課 生涯学習課

■ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・白井市として特色ある番組の制作及び投映
・学校や幼稚園・保育園と連携した番組の制作及び投映
・天文観望会・講座、講演会の開催

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H6(1994)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 プラネタリウム館運営事業 コード B - 2 -

7項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

10,388

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 28,214 25,102

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 453.47 405.04

受益者負担率　B/D（％） 9.11

市民のライフステージや客層に応じた特色ある番組を制作・投映するとともに、学校や幼稚園・保育園などと連携し、教育課程、保育課程に応
じた投映及び講座等を行う。白井天文同好会と協働で観望会を開催する。

R6(2024)
年度

14,714

事業目的

文化センター 課等長 髙花　宏行

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民及び近隣の住民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

13,420

2,569 2,400

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

9.56

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

2.00 2.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

各ライフステージに応じた様々な事業を行い、幅広
い年代に生涯学習、学校教育の場を提供している。



 

 

Ｂ 学習・教育 

   ３ 文化・芸術 
 

 

 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 8-4  地域文化 - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

2,219 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

古文書調査（牧士川上家資料翻刻等）、宮殿・神輿調査（宮殿の詳細調査） R7（2025）年度予算

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

02

改善により期
待される効果

B 3 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

現基本計画期間は現状のまま継続し、次期基本計画（R8～）策定の際に事業の取扱いについて検討するものとすると令和２年
10月の行政経営戦略会議で決定している。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 3 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

各分野の調査を着実に推進している。市内の文化財
への調査は国・県・民間で行っておらず、市で行う
ことは有効と評価した。

必要最低限の事業を実施し、可能な部分は外部委託
していることから。

事業は必要に応じて外部有識者に依頼しており、効
率的に調査が実施できている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
白井市を「知る」上で市史は必要であり、その事業
は白井市で行うことが最も適格であることから。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市の文化財保護行政上、市内にどのような文化財が
存在するか調査することは必要である。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

歴史公文書の収集20箱・研修会への参加4回・各種情報収集

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

2,991

R6（2024）年度決算

Ａ 1,229

0.30 0.30

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

市内に所在する各種文化財を分野ごとに調査を実施し、報告書にまとめて文化財保護・周知のための基礎資料を整備するとともに、調査成果を
もとに各種普及書を作成する。

対象 古文書、民俗、空殿・神輿、考古資料、巨樹古木、仏像、社寺建築など

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

〇

19 項 4H13(2001)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

歴史公文書の収集等により、市史編さんの調査・執筆・刊行を行うための準備を進める。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課 総務課 秘書課

■ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

歴史公文書の収集【R3(202１)年度～R7（2025）年度】
研修会への参加【R3(202１)年度～R7（2025）年度】
各種情報収集【R3(202１)年度～R7（2025）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 S54(1979)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 市史編さん事業 コード B - 3 -

1項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

129

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 784 865

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 12.60 13.95

受益者負担率　B/D（％）

歴史公文書の収集、研修会への参加、各種情報収集を行う。

R6(2024)
年度

736

事業目的

生涯学習課 課等長 西口武雄

計画期間中
の主な取組

古文書調査・各種調査【R3(202１)年度～R7（2025）年度】
民俗調査【R3(202１)年度】、仏像調査【R４(2022)年度～R5（2023）年度】
宮殿・神輿調査【R４(202２)年度～R7（2025）年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市内の文化財、文化財を伝承する市民、市で作成・廃棄される行政資料。

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 文化財調査事業 コード

44

事業内容

会計

B - 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

生涯学習課 課等長 西口武雄 会計

関係課

各種文化財の調査し、調査の成果を市民に普及・還元する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

3,448 5,198

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 55.42 83.88

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である計画通り歴史公文書の収集を実施し資料収集するこ
とができたことから。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

2,378 2,880

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 38.23 46.48

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である市の歴史を裏づけ、市の独自性や魅力を発信する上
で、指定文化財の保護と活用を図ることには有効で
ある。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.30 0.30

- 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

生涯学習課 課等長 西口　武雄 会計

関係課

埋蔵文化財や各種文化財に関する情報を記録化し、保護対策を講じることにより、文化財を未来への遺産として伝えていく。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

試掘・確認調査の実施、出土遺物の整理【R3(202１)年度～R7（2025）年度】
埋蔵文化財調査集報の作成【R3(202１)・R５(2023)・R7（2025）年度】
各種文化財の測量【R４(202２)・R６（202４）年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

指定文化財・指定文化財所有者・市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 埋蔵文化財・文化財記録・保護事業 コード

3,023

事業内容

会計

B

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

1,067

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 5,242 3,274

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 84.25 52.83

受益者負担率　B/D（％）

指定文化財の保存・修理に対する支援を行うとともに、必要な費用の一部を補助する。また、指定文化財の説明看板の設置やパンフレットの刊
行により周知するとともに、市民が文化財に親しむ機会として文化財講演会等を開催する。

R6(2024)
年度

2,207

事業目的

生涯学習課 課等長 西口　武雄

事業期間 S40(1975)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 文化財保護・周知事業 コード B - 3 -

1項 4

国土強靭化計画 8-4  地域文化 - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

指定文化財保存事業補助金の交付、文化財講演会の開催【R3(202１)年度～R7（2025）年度】説明看板の設置【R3(202１)年
度・R7（2025）年度】、パンフレットの刊行【R3(202１)年度・R５(202３)年度・R7（2025）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

市内の国・県・市指定文化財の良好な状態での保存と活用を図り、市民が文化財に親しむ機会を拡充することにより、市の歴史理解
と文化の向上に寄与する。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

19 項 4S25(1950)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

〇

埋蔵文化財包蔵地内での試掘・確認調査を実施し、記録保存を行い、その成果を埋蔵文化財調査集報にまとめる。また、各種文化財の測量を行
う。

対象 埋蔵文化財包蔵地・開発事業者・土地所有者

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

1,409

R6（2024）年度決算

Ａ 899

0.20 0.20

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

指定文化財保存事業補助金の交付
文化財講演会等の開催　参加者72名

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
2,219

Ａ

市が実施主体となる必要がある

文化財の保護・日常管理は文化財所有者との協働に
よるもので、必要に応じて市から補助をすることで
効率的に進めている。

工事内容に応じ埋蔵文化財への対処方法を変え、重
機提供など受益者負担も状況に応じて求めており、
市歳入に反映されないが効率的に実施している。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
文化財の指定は、文化財保護法に基づくものであ
り、指定文化財の保護と活用も市が関与する必要性
がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 開発に伴う埋蔵文化財の調査は文化財保護法に基づ
く業務であり、市で実施することが必要な業務であ
る。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 3 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

市内の埋蔵文化財についての情報を把握する市で行
うのが最も有効性が高い。

04

改善により期
待される効果

B 3 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

03

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 8-4  地域文化 - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

1,479 1,471

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

埋蔵文化財包蔵地内での試掘・確認調査の実施　2件
出土遺物の整理作業、文化財（史跡）の測量

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

2,061 2,375

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 33.13 38.33

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である文化祭として多彩な行事を行うことは、文化振興の
ための情報発信を行う上で有効である。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.20 0.20

- 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

生涯学習課 課等長 西口　武雄 会計

関係課

包括的な文化芸術活動を行う団体を支援し、市民の自主的な文化芸術活動の創造と発展による地域文化振興を図る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

文化振興を協働する市民で組織した「白井市文化団体協議会」の活動への支援（人材育成・団体の自立化・運営の安定化への支援・
補助金交付）【R4(2022)年度～R7(2025）年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民・文化団体

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 文化を支える人材育成支援事業 コード

2,345

事業内容

会計

B

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

2,639

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 3,824 4,110

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 61.47 66.32

受益者負担率　B/D（％）

白井市民文化祭（一般部門及び児童・生徒を対象とする学校部門）の開催。一般部門は、市民文化祭実行委員会へ補助金を交付して市民との協
働で、学校部門は直営で実施。

R6(2024)
年度

1,471

事業目的

生涯学習課 課等長 西口　武雄

事業期間 S31(1956)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 市民文化祭開催事業 コード B - 3 -

1項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

白井市民文化祭の開催【R4(2022)年度～R7(2025）年度】

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

■ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

白井市民文化祭を開催し、市の文化芸能活動の振興を図る。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

19 項 4H23(2011)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

市民で組織した白井市文化団体協議会の活動を支援する。

対象 白井市文化団体協議会

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 ■ 協働 □ その他□

904

R6（2024）年度決算

Ａ 582

0.20 0.20

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

第６７回白井市民文化祭
日時：令和６年１１月１日～１１月２４日
場所：白井市文化センター　参加人数：１１,３９０人

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
1,479

Ａ

市が実施主体となる必要がある

事業費計上仕分けを受け平成２６年度より実行委員
会による運営に移行したことで、市の負担は減少し
ており、効率性は高い。

市の文化振興を市ではなく市民団体が主体的に行う
ことで、効率的に進められている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民文化祭の目的は市の文化芸術の振興であり、文
化祭により市民に向けて情報発信することは文化芸
術の振興の上で必要である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市の文化振興を図る上で、市の文化・芸術を支える
組織として設立された白井市文化団体協議会との連
携・協働・支援は妥当である。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 3 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

白井市文化団体協議会への支援を通して市民の自主
的な文化芸術活動創造と発展による地域文化振興が
図られており、有効性は高い。

06

改善により期
待される効果

B 3 06

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

1,479 1,471

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

白井市文化団体協議会による文化の情報発信
・「文化と平和、祈りのコンサート」（２/８、来場者数３７９名、スタンプラリー参加者２
００名）　・アウトリーチ51件実施　・情報誌「紙ひこうき」発行・配布

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

3,699 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

古文書の修補活動の実施
新規市民学芸スタッフの育成を行った。
活動日数73日、修補枚数43点（124枚）

R7（2025）年度予算

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

08

改善により期
待される効果

B 3 08

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 3 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

市民学芸スタッフによる修補活動を実施すること
で、市民協働での活動となるとともに、後世への技
術の伝承という役割を果たしている。

郷土資料を扱う専門的な業務がほとんどであり、展
示物の作成や講座等の運営を独自でおこなっている
ため。

市民学芸スタッフによる修補活動は、市民協働のボ
ランティア活動であり、コストが抑えられている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
郷土資料館は郷土の歴史文化を保護し発信する施設
であり、市民の教育・文化の発展に寄与するために
不可欠である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市の歴史を裏付ける資料である古文書を良好な状態
で残していくことは、先人の様々な経験と知識を.
未来へと伝える重要な事業であり、市にとってかか
せないことである。

効
率
性

受益者負担 適切である

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

常設展示・開館30周年記念企画展の公開を行い、開館30周年記念企画展図録を発行した。。また、古文書講座、体験教

室、郷土史講座を開催した。

開館282日　来館者數19,621人、古文書講座（入門編、初級編、中級編全10回延べ164人）まが玉づくり7回、網布

づくり2回、来福帳づくり1回、和本づくり1回、企画展講演会1回、ギャラリートーク4回、郷土史講座1回実施。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
5,178

Ａ

市が実施主体となる必要がある

618

R6（2024）年度決算

Ａ 97

0.50 0.30

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

修補技能者（市民学芸スタッフ）と協働して古文書の修補作業を行う。また、修補技能の継承に向けて修補技能者（市民学芸スタッフ）を育成
する。

対象 修補技能者（市民学芸スタッフ）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

89 項 4H18(2006)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

市民に市の歴史・文化を知る機会や学ぶ機会を提供することで市の教育、学術及び文化の発展に寄与する。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課 生涯学習課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・常設展の実施
・郷土史講座、古文書講座、体験教室の開催

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H6(1994)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 郷土資料館展示・教育普及事業 コード B - 3 -

8項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

1,568

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 6,499 5,247

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 104.45 84.66

受益者負担率　B/D（％） 1.02

常設展示と企画展示により、市の指定文化財、郷土資料及び歴史情報を展示公開する。また、郷土史講座、古文書講座、体験教室を開催する。

R6(2024)
年度

3,679

事業目的

文化センター 課等長 髙花　宏行

計画期間中
の主な取組

・古文書の修補活動の実施
・修補技能者(市民学芸スタッフ)の育成

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民　

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 市民学芸スタッフ古文書修補活動事業 コード

1,321

66 191

事業内容

会計

B - 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

文化センター 課等長 髙花　宏行 会計

関係課 生涯学習課

市の歴史を伝える文化財の一つである古文書の修補作業を継続できる体制を整え、古文書を良好な状態で後世まで守り伝えていく。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

3.64

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.70 0.50

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

3,796 2,825

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 61.00 45.59

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である常設展示・各種講座・体験教室を行い、幅広い年代
に白井の歴史・文化を伝えることができている。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

09

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

文化会館運営協議会から提出された提言を受け、質の高い公演、若者や地域の文化活動の支援につながるような催し物を提供
する。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

B 3 09

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

今年度は、入場料の収入が予算の約8割を達成でき
た。また、運営協議会から、取り組んできた自主事
業運営に関する意見がまとまり、提言が提出され
た。 事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市が実施主体となり、市民に舞台芸術をより多く、
身近に触れてもらう機会を提供できた。課題であっ
た自主事業のあり方については、運営協議会からの
提言を受け継続することとする。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

5回実施：・千葉県警察音楽隊2024 安全・安心コンサート 入場者数：678人・文化会館30
周年記念 『文化会館バックステージツアー』 参加者：38人・昭和歌謡コンサート 入場者
数：556人・文化会館30周年記念 『ピアノを弾いてみませんか』 参加者：19組26人・伊
藤順一ピアノリサイタル 入場者数：224人

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

行政が事業を行う必要性について、引
き続き検討を続ける。

7,397

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

自主事業を通して、市民が生の舞台芸術に触れたり、文化・芸術への興味・関心を育むことにより、市民生活のゆとりや潤いの醸成
に寄与する。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

演劇、演歌、ポピュラーミュージック、クラシックコンサートや古典芸能など、優れた舞台芸術を鑑賞する機会を提供する。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H6(1994)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 文化会館自主事業運営事業 コード B - 3 -

9項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

2,886

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 9,301 10,243

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 149.49 165.28

受益者負担率　B/D（％） 18.50

クラシック、演劇、古典芸能等の催し物を開催し、市民に舞台芸術に触れてもらう機会を提供する。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

文化センター 課等長 髙花　宏行

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

1,904

1,721 2,040

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

19.92

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

今年度は、会館30周年記念行事や、『ピアノを弾
いてみませんか』など新しい試みも行い、子供から
高齢者まで対象を広げることができた。



 

 

Ｃ 産業・雇用 

   １ 農業振興 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 縮小する必要がある

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

254 285

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 4.08 4.59

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切であるすでに白井梨業組合が独立採算で事業を展開してい
るため、経済支援は行わず、行政関係の情報提供に
とどめる。

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求める必要がある

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

- 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

産業振興課 課等長 岩立　裕子 会計

関係課

市民に農業・農村への理解を深め、地元農産物を身近に感じられる機会を提供する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・直売所・朝市等の運営及び活性化のための支援
・農業団体等のふるさとまつり出店支援
・学校給食等への地元農産物の供給促進について関係各課と検討

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

梨農家

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 農業・農村交流事業 コード

事業内容

会計

C

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

主担当課

対象

□

小さい

実施主体 他団体が実施している

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

受益者負担率　B/D（％）

梨の生産性を高めるため、老木化した梨木の改植を促進するとともに、ジョイント栽培等新たな施術に対応する必要が生じている。（補助事業
としては令和２年度まで。今後は状況により補助事業を導入する）

R6(2024)
年度

0

事業目的

産業振興課 課等長 岩立　裕子

事業期間 H28(2016)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 育苗センター事業 コード C - 1 -

項

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

令和２年度までは梨棚増設や早期成園・省力化のため、大苗にするための育苗圃場の設置を行い、優良な梨木の改植促進を図ること
を目的に、育成・販売のサイクルで事業を展開している。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

梨木を大苗化することにより、結実までの期間を縮小して、早期に収益化を図り、農業者の経営を安定化を図る。

予算科目

会計 款 目

款

会計 款 目

35 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

・市民農園開設方法の相談等
・直売所、朝市等の活性化支援　　・農業団体が自主的に事業を行えるよう支援

対象 農業団体

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 □ その他□

211

R6（2024）年度決算

Ａ 180

0.01 0.01

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

苗木の販売をおこなった。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
0

Ａ

市が実施主体となる必要がある

すでに白井梨業組合が自立し主体的に事業を展開し
ていることから、経済支援は行わない。

経費は必要最低限（出店する際の出店料など）であ
り、効率性は適切である。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市の特産物である梨の栽培について支援する必要が
ある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 農村部と都市部が共存する市の地域特性について、
市民に農業・農村への理解を醸成していくことは必
要である。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

C 1 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

地元農産物を身近に感じてもらう機会の提供を行う
ことで地産地消が進むことから、有効性は高い。

02

改善により期
待される効果

C 1 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

74 74

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・直売所・朝市等の運営及び活性化のための支援（毎週土日、市役所または冨士センター駐車
場で実施）
・農業団体等のふるさとまつり出店支援
・学校給食等への地元農産物の供給促進について関係各課と検討

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 ■ 終了 Ｒ4 (2022)年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

Ｒ4 （2022） 年 4 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

C 1 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

農業を継続して行う意思のある認定農業者等に対し
て定期的に機器の更新を行うことは生産性が上がる
ことから、効率性は高い。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
生産者の生産技術を向上させるためには、時代に即
した高性能機器の導入をすることは重要であり、そ
のための支援として補助金を交付することは必要性
が高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

輝け！ちばの園芸次世代産地整備支援事業補助金（5,108千円／４件）
気象災害に強い果樹産地支援事業補助金（20,385千円／15件）
高温に関する情報や農産物生産に関する情報など、農関係に関する情報提供

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

農業を取り巻く環境が変化する中、生産技術の向上や経営改善を図る。

予算科目

会計 一般 款 5 目

款

会計 款 目

関係課 農業委員会

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

先進事例の調査・研究
研修会・講習会等の情報提供
輝け！ちばの園芸次世代産地整備支援事業補助金
気象災害に強い果樹産地支援事業補助金（R5～R6年度のみ）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 農業生産技術・経営改善支援事業 コード C - 1 -

3項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

25,056

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 26,233 25,792

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 421.63 416.17

受益者負担率　B/D（％）

輝け！ちばの園芸次世代産地整備支援事業補助金を活用し、認定農業者の園芸作物に対する生産技術の向上を図るために、必要とする農業機械等の導入をサ
ポートする。生産技術の向上や農業経営の改善を目的として活動している「農業研究会」の活動について支援を行う。

R6(2024)
年度

736

事業目的

産業振興課 課等長 岩立　裕子

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

認定農業者等

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

25,493

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

生産技術向上のため高性能機器の導入補助金交付は
有効性が高い。



 

 

Ｃ 産業・雇用 

   ２ 商工業振興・雇用 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

5,519 5,791

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 88.71 93.45

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である市内中小企業への支援を継続して実施することで、
販路拡大など市内産業の振興に寄与することから有
効性は高い。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.40 0.40

- 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

産業振興課 課等長 岩立　裕子 会計

関係課

ふるさとまつりを通じ、市民の融和と協調、産業の発展を図り、ふるさと意識の高揚に寄与する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

ふるさとまつり開催【R4(2022)年度～R7(2025)年度】

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市内中小企業者等

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 ふるさとまつり支援事業 コード

39,569

事業内容

会計

C

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

40,793

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 42,528 43,736

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 683.53 705.71

受益者負担率　B/D（％）

中小企業活性化支援事業の資金融資や融資金の利子補給、商店街の活動支援、経営セミナーの開催、相談支援などを行う。

R6(2024)
年度

2,943

事業目的

産業振興課 課等長 岩立　裕子

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 中小企業活性化支援事業 コード C - 2 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・中小企業資金融資、・中小企業融資金利子補給費補助金の交付
・中小企業退職金共済掛金補助金の交付、・商店街協同施設維持管理事業補助金の交付
・経営支援セミナーの開催、・経営なんでも相談の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

■ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

市内中小企業の経営等を支援し、経営の安定化及び活性化を図る。

予算科目

会計 一般 款 6 目

款

会計 款 目

26 項 1S58(1983)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

ふるさとまつり実行委員会によるふるさとまつりの企画・運営を支援するとともに、運営費用の一部を補助する。

対象 市民、企業、市民団体等

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

4,320

R6（2024）年度決算

Ａ 4,040

0.20 0.20

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

融資実行3件、利子補給費補助金7件(303,100円)、退職金共済掛金補助金10件(898,030
円)、商店街協同施設維持管理事業補助金5件367,000円、経営創業なんでも相談(旧経営なん
でも相談)12回(7人)

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

経営支援セミナーについては、開催内
容が実態に即していないため、内容を
見直し、実施する。

2,959

Ａ

他団体が実施している

現行取組は条例等に基づき適切に対応している。昨
今の手数料増や手続き電子化などを鑑み、今後も中
小企業者のニーズに呼応した制度設計について検
討・実施をはかる。

実施主体である実行委員会委員や開催までのプロセ
スなど、実行委員会における見直しが予定されてい
る。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市内中小企業の経営の安定化及び活性化を通じ市の
産業発展に寄与することから、市が主体となり継続
的な事業を行う必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市で行われている最大のイベントであり、市民の融
和と協調、産業の発展を図り、ふるさと意識の高揚
に寄与している。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

C 2 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

白井市ふるさとまつり実行委員会を実施主体とし、
白井市は共催とすることで市民主体の運営を図るこ
とができ、有効性が高い。

02

改善により期
待される効果

・現在の事業実施に即した委員構成にすることで、事業運営が円滑かつ適正に実施できる。
・受託事項を明確にすることで、実行委員会との分業化を図るとともにより密接な連携を可能とする。

C 2 02

（実施時期：

改善内容等
・白井市ふるさとまつり実行委員会委員の改選
・市が受託する事項について検討及び再編

事業・サービス水準の見直し （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

1,479 1,471

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

ふるさとまつり実行委員会へ事業補助金を支出し、開催支援を行った。 R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

多種多様の相談があり、時代背景により新たな内容
の相談が発生している状況で、市民の消費生活の悩
みの解消につながることから、有効性は高い。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

3,807

事業内容

会計

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

3,820

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 4,547 4,556

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 73.08 73.51

受益者負担率　B/D（％）

消費生活相談窓口を開設するとともに、各種講座の開催や広報、ホームページなどにより、消費生活の基本知識や各種トラブル事例等の情報提
供を行う。

R6(2024)
年度

736

事業目的

産業振興課 課等長 岩立　裕子

事業期間 H24(2012))年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 消費生活相談・啓発推進事業 コード C - 2 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

消費生活相談、消費者講座の開催

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

消費者の自立を支援し、消費者被害の未然・拡大防止を図る。

予算科目

会計 一般 款 6 目

款

会計 款 目

項～

予算科目

会計

項

項

款

会計

款

款

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

消費生活相談、消費者講座の開催（夏休み親子消費者講座参加者　２２名、出前講座６回１４
２名）、広報による啓発、小中学生に啓発冊子配布、令和６年度新規相談件数：３１６件

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ

消費生活相談の運営には、専門知識を有する会計年
度職員を配置し、市民の消費生活の悩みの解消につ
ながることから、効率性は高い。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
１カ月あたり多い時で３８件の市民の方から消費生
活に関する相談があり、必要性は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

C 2 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



 

 

Ｄ 環境・自然 

   １ 生活環境保全 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

6,235 6,236

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 100.21 100.62

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である関係機関等の協力を経て補助金の啓発を行っている
ため有効性がある。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

- 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

環境課 課等長 鈴木　陽介 会計

関係課

住宅への省エネルギー設備の設置を促進し、地球温暖化の防止及び環境への負荷の低減に資するエネルギーの有効活用を図る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・住宅用省エネルギー設備等導入促進事業補助金の交付

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 省資源・省エネルギー推進事業 コード

12,062

事業内容

会計

D

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

13,416

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 12,802 14,152

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 205.76 228.35

受益者負担率　B/D（％）

高度処理型合併処理浄化槽の設置者に対して、設置費用の一部を補助する。

R6(2024)
年度

736

事業目的

環境課 課等長 鈴木　陽介

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 合併処理浄化槽等設置促進事業 コード D - 1 -

4項 1

国土強靭化計画 2-5  衛生管理 2-6  健康管理【重】 6-3  汚水処理
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・合併処理浄化槽設置整備事業補助金の交付

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

合併処理浄化槽の設置を促進し、生活雑排水による公共水域（河川・湖沼）の水質汚濁を防止する。

予算科目

会計 一般 款 4 目

款

会計 款 目

44 項 1H22(2010)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

住宅への省エネルギー設備の設置者に対して、設置費用の一部を補助し、啓発も行っている。

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

5,500

R6（2024）年度決算

Ａ 5,495

0.10 0.10

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・高度処理型合併処理浄化槽の設置者に設置費用の一部を助成
　計１１件（単独転換：１１件、汲み取り転換：０件）
・啓発の実施（広報しろい、チラシの配布、ホームページ、ふるさとまつり）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

市補助金、国・県補助金の執行状況を適正に管理
し、適切に業務を進められている。

県補助金交付要綱の改正に沿って見直しを行ってお
り、適切に進められている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
環境への影響が大きい公共用水域の水質汚濁防止の
ための必要性は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 地球温暖化対策や気候変動適応策等、社会の気運が
高まっており、それに伴い住宅への設備投資や省エ
ネ機器の敷設等につながっているため。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

D 1 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

省エネルギー設備の導入を促す目的では有効である
と捉えている。

02

改善により期
待される効果

D 1 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

740 736

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・住宅への省エネルギー設備等の設置者に対して、設置費用の一部を助成

　計70件（エネファーム：２件、蓄電池：3６件、窓断熱：３３件、

　電気自動車：４件、プラグインハイブリッド自動車1件、Ｖ２Ｈ充放電設備：３件）

・啓発の実施（広報しろい、ホームページ、ふるさとまつり）

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 7 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

14,794 14,714

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・資源回収運動奨励金の交付(26団体、3事業者)　　・生ごみ処理容器等購入費助成金の交付(５４人)

・生活環境指導員の委嘱(７７人)　　　　　・生ごみ堆肥化講座の開催(参加者：8人)

・廃棄物減量等推進審議会の開催(１回)　　・剪定枝等のバイオマス利用（重量：１,０４１トン）

・排出原単位 （R５）474.21g/人日 → （R６）465.92ｇ/人日

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

D 1 04

（実施時期：

改善内容等
家庭系ごみ処理手数料の導入について、印西地区環境整備事業組合、構成市町との検討を実施。

受益者負担の見直し （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

浄水器等設置費補助金の新設。

市民等の安全な飲用水の確保。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

D 1 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

事業・サービス水準の見直し

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

ごみの排出者すべてが主体的に取り組むことが望ま
れるため、対象の範囲及び取組内容は適正と考え
る。

調査業務を専門業者に委託することにより正確な調
査を行う必要がある。

ごみの排出量に応じた受益者負担となっていないこ
とから、経済的インセンティブを活用したごみの排
出抑制や資源化の推進について検討の余地がある。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
地下水の汚染は、市民の生活に多大な影響を及ぼす
こととなるため、調査・監視の継続が不可欠であ
る。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 循環型社会への転換が強く求められている中、事業
実施の必要性は拡大している。また、市民等の協力
が不可欠となるため生活への影響も大きく、行政が
けん引するべきものである。

効
率
性

受益者負担 求める必要がある

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

家庭系ごみ処理手数料の導入につい
て、印西地区環境整備事業組合との検
討を実施した。

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・河川等の水質調査
・神々廻地区、工業団地地区、平塚地区での地下水汚染機構解明調査の実施
・金山落沿い200ｍの範囲にある井戸のＰＦＯＳ・ＰＦＯＡの水質調査

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

3,542

R6（2024）年度決算

Ａ 3,278

2.00 2.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

ごみ分別の徹底など、ごみの減量意識を啓発する講座等を開催するとともに、生ごみ処理容器等の購入費用の一部を補助する。資源回収運動を
実施する市民団体等に対して、奨励金を交付する。また、ごみの減量化に向けて、家庭系ごみの有料化を検討・導入する。

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

14 項 2～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

水質汚濁や地下水汚染の状況を確認・監視し、水質汚濁・水質汚染の防止策を講じるための基礎資料とする。

予算科目

会計 一般 款 4 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

河川等の水質調査。神々廻地区、工業団地地区、平塚地区の地下水汚染機構解明調査を行う。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 水質調査・地下水汚染対策事業 コード D - 1 -

5項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

8,601

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 8,970 9,337

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 144.17 150.66

受益者負担率　B/D（％）

河川等の水質調査。神々廻地区、工業団地地区、平塚地区の地下水汚染機構解明調査を行う。

R6(2024)
年度

736

事業目的

環境課 課等長 鈴木 陽介

計画期間中
の主な取組

・各種啓発活動　・講座等の開催　・資源回収運動奨励金の交付
・生ごみ処理容器等購入費助成金の交付　・生活環境指導員の委嘱
・白井市廃棄物減量等推進審議会の開催　・家庭系ごみ有料化の検討
・果樹剪定枝、公共施設剪定枝等のバイオマス利用

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 ごみの減量化・資源化推進事業 コード

8,230

事業内容

会計

D - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

環境課 課等長 鈴木 陽介 会計

関係課

ごみの減量化及び資源化を促進し、環境の保全と循環型社会の形成を図る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

18,072 18,256

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 290.46 294.58

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である神々廻地区、工業団地地区、平塚地区の地下水汚染
機構解明のため、調査・監視を行っていく。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

新たな不法投棄の呼び水とならないために、不法投
棄物の適正処理や不法投棄されない環境づくりの両
面から取組を実施しており、取組を続けることが肝
要である。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.80 0.80

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

787

事業内容

会計

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

1,347

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 6,705 7,233

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 107.76 116.70

受益者負担率　B/D（％）

監視パトロールや監視カメラ、不法投棄防止看板の設置を行い、不法投棄をしない、させない意識付けを行う。また、市民参加によりごみゼロ
運動を実施するとともに、市民団体等が実施する清掃活動を支援する。

R6(2024)
年度

5,886

事業目的

環境課 課等長 鈴木 陽介

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 不法投棄防止対策事業 コード D - 1 -

2項 2

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・監視パトロールの実施　・監視カメラの設置、運営　・不法投棄防止看板の設置
・不法投棄物の撤去、適正処理　・清掃活動の支援　・ごみゼロ運動の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

■ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

不法投棄を防止し、快適な生活環境の保全ときれいなまちを形成する。

予算科目

会計 一般 款 4 目

款

会計 款 目

項～

予算科目

会計

項

項

款

会計

款

款

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・監視パトロール（夜間９回、深夜３回、早朝１回）
・監視カメラ（１５箇所）
・不法投棄防止看板の設置、不法投棄物の回収及び適正処理
・ごみゼロ運動（参加人数：4,178人）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
5,918

Ａ

既に市民参加による美化活動制度を運用しており、
また、取組の縮小が不法投棄の助長に繋がりかねな
いため、更なる主体の活用及びコスト削減の余地は
少ない。 事業・サービスの水準

評価の理由・課題
依然として不法投棄は生じており、市全体の意識の
向上や、公共用地における不法投棄物を適切に処理
するため、市が実施することが必要である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

D 1 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



 

 

Ｅ 地域・安心 

   １ 地域のまちづくり 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

(2022)年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 ■

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 1-1  地震【重】 3-2  行政機能【重】 -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

3

目 5

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R4年度で事業終了 R7（2025）年度予算

-

01

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

02

改善により期
待される効果

E 1 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

5 目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 1 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

公共施設包括管理業務委託の導入により部署ごとに
行っていた施設の維持管理を一括に行ったことによ
り、効率性の向上が図れた。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
老朽化の進む公共施設に対し、適切な維持保全を行
うことで、長く施設を使い続けられる。また、公共
施設の状況(情報)を包括的に得る必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了 Ｒ4

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・個別施設計画に基づき白井市民プール維持保全工事実施設計業務委託(見直し）
・公共施設包括管理業務による公共施設の維持保全業務の一元管理

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
7,397

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

市民、学識経験者、教育機関関係者等から構成する検討組織を設置し、今後の公共施設のあり方を検討する。その検討結果を基に公共施設の保
全計画（改修・建替え・用途変更・廃止等）を策定する。

対象 文化センター、桜台小・中学校

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

一般 款

会計 一般

一般 款

款

〇

5

4

2 項 1R2(2020)年度 ～ R4(2022)年度

予算科目

会計

9 項

9 項

事業目的

項 目

公共施設（小・中学校を除く）の適正な維持保全を行い、施設の長寿命化を図る。

予算科目

会計 一般 款 2 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・公共施設包括管理業務への移行
・長寿命化工事、維持保全工事、修繕等の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 公共施設保全管理事業 コード E - 1 -

5項 1

国土強靭化計画 1-1  地震【重】 3-2  行政機能【重】 -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

336,749

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 187,220 344,106

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 3,009.10 5,552.43

受益者負担率　B/D（％）

個別施設計画に基づき公共施設（小・中学校を除く）の計画的な施設の長寿命化工事、維持保全工事を実施するとともに、老朽化等により対応が必要な場合は修繕等により

対応する。また、公共施設の設備等の維持管理、建物の定期的な点検について包括的な管理体制に移行し、維持管理情報の一元化を行う。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

公共施設マネジメント課 課等長 片桐　啓

計画期間中
の主な取組

・対象施設のあり方を検討するために検討組織を設置。
・検討結果に基づき保全計画の策定。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

公共施設（小・中学校を除く）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 公共施設等あり方検討事業 コード

179,823

事業内容

会計

E - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

公共施設マネジメント課 課等長 片桐　啓 会計

関係課 教育支援課 文化センター

一部の公共施設について、今後の利用方法、機能、性能、規模など、施設自体のあり方を検討し、将来的な保全計画の策定に活用す
る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

長期的な視点においては既存施設の長寿命化により
財政負担の軽減となる。また、公共施設の状況(情
報)を包括的に得られることによる施設間の維持管
理における品質の平準化、老朽化情報等の一元化が
可能となった。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

2,219 2,207

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

【応募状況】（活動促進型）3団体　（活動発展型）1団体

【交付実績】（活動促進型）3団体　　桜の会「子どもが主役の地域活動」、白井市文化センターを未来につなぐ会「文

化センターをめぐる謎解き」、清水口つながり協力委員会「夏まつりで親睦を図り防災、防犯活動」

（活動発展型）1団体　グリーンレンジャー「南山公園の葛等を伐採し景観回復」

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

04

改善により期
待される効果

E 1 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 1 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

これから設立を目指す団体の支援から、既に設立し
ている団体への自立支援までをカバーしており、有
効である。

指定管理者制度へ移行することで、コスト削減が図
られた。

市民団体の自立促進、公益活動の活性化により、地
域課題の解決につながる取り組みであり、行政の代
替的な部分も担うことから効率性は高い。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
利用団体へのアンケート等から、団体間や行政との
協働事業仲介のニーズは高く、行政との連携等を構
築していくためにも市が関与する必要性は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市民団体の自立促進や公益活動の活性化による地域
課題の解決、市民主体によるまちづくりを発展させ
るため、市が実施主体となる必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・（利用件数）５４８件　・（講座数等）９回　・（利用人数）12,522人
・（新規事業）若者のまちづくり活動への参加を促すために、「夏休みワカモノＮＰＯ体験
会」を開催。その後も若者のまちづくり活動につながる企画を実施している。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
2,219

Ａ

市が実施主体となる必要がある

1,534

R6（2024）年度決算

Ａ 724

0.30 0.30

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

市民団体に対して、その公益活動に要する費用の一部を補助する。

対象 市民（市民団体）

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

72 項 1H20(2008)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

「市民活動をつなぐ、広げる、市民主体の協働のまちづくりの拠点となる中間支援施設」を基本理念とし、市民活動の魅力を生かし
た活力ある市民主体の協働のまちづくりを推進する。

予算科目

会計 一般 款 2 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・しろい市民まちづくりサポートセンターの管理運営
・７つの機能「1拠点機能、2情報収集・発信機能、3相談機能、4資源の掘り起こし・提供機能、5交流・コーディネート機能、6
育成機能、7調査・研究機能」の充実

手法 □ 直営 ■ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H30(2018)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 しろい市民まちづくりサポートセンター管理運営事業 コード E - 1 -

7項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

15,525

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 17,588 17,732

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 282.69 286.12

受益者負担率　B/D（％）

市民活動の総合的な窓口として「しろい市民まちづくりサポートセンター」を運営し、施設の貸し出し、市民活動の活性化に資する情報収集・
発信、相談、資源の掘り起こしと提供等を行う。

R6(2024)
年度

2,207

事業目的

市民活動支援課 課等長 元田　和寿

計画期間中
の主な取組

・支援希望団体の公募
・市民団体活動支援補助金の交付

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民（市民団体）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 市民団体活動支援補助事業 コード

15,369

事業内容

会計

E - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

市民活動支援課 課等長 元田　和寿 会計

関係課

市民団体の自立を促進するとともに、公益活動の活性化により地域課題の解決を図り、市民主体のまちづくり及び活力ある地域社会
の実現を図る。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.30 0.30

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

2,943 3,741

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 47.30 60.37

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である指定管理者の自主事業として大学から補助金を受け
て事業を行うなど、新たな取り組みも実施され始め
ており、7つの機能の充実に有効である。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 1 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

文化センターの大規模改修事業であることから市が
主体となり受益者負担を求めることができない。事
業推進においては、市民参加や市場調査等を実施
し、事業効率やライフサイクルコストを意識した計
画策定に努める。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
文化センターは、市の文化・生涯学習の拠点であ
り、今後も適正に維持管理を行っていく必要があ
る。平成6年の開館から30年以上経過し経年によ
る老朽化や関係法令の改正への対応など課題が山積
している。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・大規模改修基本計画の検討
・大規模改修基本計画策定業務の公募型プロポーザルによる事業者募集（不調）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
14,794

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

平成６年の開館以来25年以上が経過した文化センターについて、現行法令への対応や老朽化した機器・設備の更新を行うと共に、
現在の社会情勢や市民ニーズに合致した施設としていくため、大規模改修工事に向けた準備を進める。

予算科目

会計 一般 款 9 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・大規模改修基本計画の検討・策定
・大規模改修基本設計の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 R6(2024)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 文化センター改修等事業 コード E - 1 -

5項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

41,536

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 14,794 48,893

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 237.78 788.93

受益者負担率　B/D（％）

令和５年５月決定した教育委員会による「文化センターのあり方に関する方針」に基づき、整備手法や箇所、方法等細部の方向性を定めた大規
模改修に係る基本計画を策定する。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

文化センター 課等長 髙花　宏行

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

0

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

2.00 1.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

本事業は、「若い世代定住プロジェクト」や「拠点
創造プロジェクト」に寄与する事業である。しかし
ながら、基本計画策定に係る公募型プロポーザルが
不調となり、令和７年度に改めて実施することと
なったため。



 

 

Ｅ 地域・安心 

   ２ 災害対策 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

780 2,066

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 12.53 33.33

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である市役所の親局、消防本部の遠隔制御装置、難聴エリ
アの戸別受信機を含む市内全域の機器のデジタル化
に向けて計画どおり事業が進んでいる。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

- 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

建築宅地課 課等長 戸村　新一郎 会計

関係課 危機管理課

住宅及び特定建築物の所有者による耐震化等を支援し、耐震化率の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・木造住宅耐震診断無料相談会の実施
・耐震診断・改修工事補助事業の実施

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 建築物耐震化支援事業 コード

128,693

事業内容

会計

E

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

376,444

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 128,693 376,444

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 2,068.42 6,074.22

受益者負担率　B/D（％）

難聴エリアの解消に向けて、防災行政無線の屋外拡声子局を増設するとともに無線の電波方式をデジタル方式に移行し、文字情報の活用など多
様な情報伝達を行う。

R6(2024)
年度

0

事業目的

危機管理課 課等長 松田　浩明

事業期間 R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 防災行政無線デジタル化更新事業 コード E - 2 -

4項 1

国土強靭化計画 4-1  通信基盤【重】 4-2  メディア【重】 -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

①防災行政無線のデジタル化移行へ向けた調査・研究

②防災行政無線更新に係る基本設計

③防災行政無線更新に係る実施設計

④防災行政無線更新工事

⑤防災行政無線更新工事施工監理

手法 □ 直営 ■ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止を防止するため、災害発生時等における迅速かつ正確な情報伝達手段を確保
し、市民の安心・安全の向上に寄与する。

予算科目

会計 一般 款 8 目

款

会計 款 目

17 項 4H23(2011)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

〇

耐震改修促進計画に基づき、住宅及び特定建築物の所有者等に対して、耐震化に関する啓発、知識の普及、情報提供を行い、支援策として耐震
診断や耐震改修に係る費用の一部を補助する。

対象 戸建住宅や共同住宅等の所有者や管理組合

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

1,330

R6（2024）年度決算

Ａ 40

0.10 0.10

・固定資産税の納税通知書に住宅及び
特定建築物の所有者による耐震化等を
促すための文書を送付した。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

④9月本契約、12月関東総合通信局へ無線免許状変更届、1月変更契約、2月市役所内での工
事開始、3月デジタル波での放送開始、子局2局の工事
⑤9月委託契約締結

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
0

Ａ

市が実施主体となる必要がある

本事業の実施に当たっては、一般競争入札（総合評
価方式）により事業者の選定を行い、国の防衛補助
を活用して財源の確保に努めている。

効率的に事業を進めるため、固定資産税の納税通知
書に建築物の耐震化等の促すための文書を同封する
準備を行った。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
防災行政無線は、防災情報等を市民に周知するた
め、市が実施主体となり、設備の老朽化への対応や
難聴エリアの解消を図る必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市耐震改修促進計画では、令和7年度までに住宅耐
震化率95％を目標としており、県と連携し事業を
推進する必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 2 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

最新の住宅・土地統計調査（H30）では、市内住
宅の耐震化率は９2％となっており、耐震化に関す
る啓発や情報提供を行うことは有効である。

02

改善により期
待される効果

補助額が増え自費負担額が減ることは、所有者が耐震改修工事を前向きに検討する一助となる。

E 2 02

（実施時期：

改善内容等
戸建て住宅の耐震改修工事補助金の上限額を50万円から100万円に変更した。

その他 （実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 1-1  地震【重】 - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

740 736

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・耐震化に関する啓発、知識の普及、情報提供（HP、広報）
・木造住宅耐震診断無料相談会の実施（4回、5件）
・白井市総合防災訓練へのブース出展（2月）による耐震化に関する啓発

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 4 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

大規模盛土造成地の滑動崩落対策推進ガイドライン
に基づき実施しており、有効である。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

大規模盛土造成地

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

事業内容

会計

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 740 736

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 11.89 11.87

受益者負担率　B/D（％）

大規模盛土造成地について、地盤調査等の詳細な調査（第二次スクリーニング）を実施すべき盛土の優先度を判定する計画を策定し、計画に基
づき第二次スクリーニングを実施する。

R6(2024)
年度

736

事業目的

建築宅地課 課等長 戸村　新一郎

事業期間 R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 宅地耐震化推進事業 コード E - 2 -

1項 4

国土強靭化計画 1-1  地震【重】 - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

（1）第二次スクリーニングの計画の策定
（2）上記計画を踏まえ、優先度評価の確度を上げる見直しのための追加調査
（3）（1）（2）により、実施すべきとされた箇所の第二次スクリーニングの実施
（4）経過観察の実施

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課 危機管理課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

宅地の安全性の事前対策を講じ、大規模地震時における大規模盛土造成地の被害を軽減する。

予算科目

会計 一般 款 7 目

款

会計 款 目

項～

予算科目

会計

項

項

款

会計

款

款

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

経過観察の方法の検討を行った。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

経過観察の実施 経過観察を行うことで継続的な安全性
を確認できる。

740

Ａ

国が示したロードマップに沿って、適切に実施して
いる。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
国の国土強靭化計画、防災基本計画等に宅地耐震化
を推進するよう位置づけられており、市の事業とし
ても実施する必要性がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 2 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

-

03

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



 

 

Ｅ 地域・安心 

   ３ 防犯・交通安全 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

9,761 8,324

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 156.88 134.31

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である犯罪発生状況の発信、防犯講座の実施、自主防犯団
体等へ活動支援を行うことは、防犯意識の向上、防
犯活動の充実のため有効である。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.20 1.15

- 3 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

市民活動支援課 課等長 元田　和寿 会計

関係課 道路課 教育委員会

市民の交通安全意識の向上を図り、交通事故を防止する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・交通安全教室の開催　　・街頭啓発活動の実施
・交通安全運動のPR　　  ・交通事故防止のための注意喚起看板の設置

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 交通安全対策事業 コード

7,456

事業内容

会計

E

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

1,146

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 16,332 9,607

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 262.50 155.01

受益者負担率　B/D（％）

防犯指導員を委嘱し、講習会の開催、青色防犯パトロール車の貸出しなど、その活動を支援する。また、市民に自主防犯活動を啓発する講座を
開催する。

R6(2024)
年度

8,461

事業目的

市民活動支援課 課等長 元田　和寿

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 防犯対策事業 コード E - 3 -

1項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・防犯指導員への講習会の開催
・青色防犯パトロール車の貸出し
・自主防犯活動の啓発講座の開催
・防犯カメラの設置

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

市民が自ら地域を守るという自主防犯意識を醸成し、地域の防犯力を高めるとともに、犯罪の抑制を図る。

予算科目

会計 一般 款 2 目

款

会計 款 目

12 項 1～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

一般 款

款

交通指導員を委嘱し、交通安全教室の開催や啓発活動を実施する。
また、市民に交通安全の啓発や事故防止に向けた注意喚起を行う。

対象 市民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 ■ 協働 □ その他□

2,438

R6（2024）年度決算

Ａ 1,994

1.05 0.80

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

・自転車乗車用ヘルメット購入費用の
一部助成（520件）

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・防犯指導員の委嘱、講習会(1回)・青色防犯パトロール車の貸出し(127回)

・犯罪発生状況などの情報発信(メール配信月2回)・防犯講演会(1回)

・なるほど行政講座(5回)・小学校区安全、安心情報交換会(２区)

・防犯カメラの設置(白井駅前9基(市8、協定1基)、西白井駅前7基(市4基、協定3基))

・啓発活動の実施（くらしの安全対策、電話de詐欺対策、自転車盗難対策）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

・防犯カメラの設置(白井駅前9基(市
8、協定1基)、西白井駅前7基(市4
基、協定3基))

8,876

Ａ

他団体が実施できる

市民一人ひとりの防犯意識の向上と地域が一体とな
り、犯罪が発生しにくい環境づくりを行うために
は、今の体制は効率的である。

独自に実施した自転車乗車用ヘルメット着用率調査
では、着用率に大きな変化が見られず、市民ニーズ
の把握方法及び実施内容について見直す余地があ
る。事業・サービスの水準

評価の理由・課題
犯罪を防止するためには、市民、警察、市が一体と
なって防犯活動を行っていく必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 交通事故を防止していくには、市民、交通指導員、
警察、市が連携し交通安全意識の向上と啓発活動等
を行う必要がある。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 改善の余地がある

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 3 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

通学時の児童・生徒の見守り、交通安全指導の実施
や交通安全教室を実施することにより、交通安全意
識の高揚、交通事故防止に努めた。

02

改善により期
待される効果

自転車に乗車する者のヘルメットの着用を促進し、交通事故被害の軽減と安全運転意識の向上を図る。

E 3 02

（実施時期：

改善内容等
必要に応じて追加調査を行い市民ニーズを明確にする。自転車乗車用ヘルメット購入費一部助成について、市民ニーズに沿っ
た実施手法により実施し、ヘルメット着用率の向上につなげる。

事業・サービス水準の見直し （実施時期：

改善の余地がある

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

7,767 5,886

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・市内小中学校（13校）、幼稚園等（14園）への交通安全教室の実施
・街頭啓発活動（春、夏、秋、冬に実施）・各種交通安全運動のPR（春、秋出動式）
・交通事故防止のため注意喚起看板設置（随時）
・自転車乗車用ヘルメット購入費用の一部助成（520件）

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 ■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ7 （2025） 年 7 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

Ｒ8 （2026） 年 4 月）

年 月）

年度年度■ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

次期総合計画では事業の区分を変更し、白井市自転車等の放置防止に関する条例に基づく業務として継続的に実施していく。

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

E 3 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

その他

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

放置禁止区域内における放置自転車への対応業務は
シルバー人材センターへの委託（注意書の添付、移
送、保管、返還）で行っている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
駅周辺の歩行者等の安全を図る必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・放置禁止区域内における指導（注意書の貼付）
・放置禁止に関する啓発（啓発ポケットティッシュを配布）
・放置自転車等の撤去（移送・保管・返還）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
5,548

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

駅前を中心とした公共の場所における歩行者等の通行の安全を図り、良好な生活環境を確保する。

予算科目

会計 一般 款 7 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・放置禁止区域内における指導（注意書の貼付）
・放置禁止区域内における啓発（路面標示の設置）
・放置自転車等の撤去（移送・保管・返還）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H6(1994)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 放置自転車対策事業 コード E - 3 -

1項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

935

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 6,533 6,453

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 105.00 104.12

受益者負担率　B/D（％） 3.17

放置禁止区域内における指導、啓発及び放置自転車等の撤去（移送・保管・返還）

R6(2024)
年度

5,518

事業目的

都市計画課 課等長 武藤　宏明

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

自転車利用者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

985

207 108

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

1.67

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 適切である

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.75 0.75

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

自転車の適正な駐車方法の指導啓発、駐車場の確保
管理が必要となる。



 

 

Ｆ 都市・交通 

   １ 住環境 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

3,699 3,679

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・白井市空家等対策協議会の開催（10月、３月　合計2回）
・白井市空家等対策推進連絡会の開催（5月、9月、3月　合計3回）
・法改正に伴う空家等対策の研究、検討
・市ＨＰやＳＮＳを活用した空家の適正管理等に関する所有者等への意識啓発

R7（2025）年度予算

-

01

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

02

改善により期
待される効果

F 1 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 1 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

附属機関を設置し、各委員が部門毎の専門家として
意見することにより、今後の空家対策が一層推進す
ることができる。

市HPの活用により制度を紹介し、効率的な進め方
を行うことができる。

空家法第8条、附属機関条例等に基づき、協議会を
適切に運営することができた。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市が、マイホーム借上げ制度（（一財）移住・住替
支援機構）の紹介を行うことにより、市民が安心し
て制度利用の検討を行うことができるため。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 高まっている 千葉ニュータウン地区に、戸建て住宅が数多く存在
し、少子高齢化や人口減少から、空き家が急激に増
加する懸念があるため。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

マイホーム借上げ制度の紹介と周知（市HPへの掲載による紹介、臨時窓口対応）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
740

Ａ

市が実施主体となる必要がある

278

R6（2024）年度決算

Ａ 220

0.50 0.50

・法改正に基づき、市空家等対策計画
の改定作業を進めた。

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

空家法第８条に基づく協議会を開催し、市空家等対策計画の見直し及び特定空家等に該当するか否かの判断、特定空家等への措置の方針を協議
する。

対象 空家等の所有者

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

一般 款

款

17 項 4R3(2021)年度 ～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

住宅がシニア世代から若い世代にスムーズに引き継がれることを支援し、空家等の発生予防と持続可能な住宅ストックの好循環の創
出、地域活性化を図る。

予算科目

会計 款 目

款

会計 款 目

関係課

■ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

マイホーム借上げ制度の紹介と周知

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H28(2016)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 住み替え支援事業 コード F - 1 -

項

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

主担当課

対象

□

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 740 736

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 11.89 11.87

受益者負担率　B/D（％）

住み替えにより使われなくなった家を、若い子育て世帯に貸し出すマイホーム借上げ制度（（一財）移住・住替支援機構）を、市民からの相談
に応じて紹介すると共に、市民に周知する。

R6(2024)
年度

736

事業目的

建築宅地課 課等長 戸村　新一郎

計画期間中
の主な取組

・白井市空家等対策協議会の開催
・所有者等への意識啓発

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

マイホーム借上げ制度対象者（50歳以上の住宅所有者）

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 空家等対策事業 コード

事業内容

会計

F - 1 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

建築宅地課 課等長 戸村　新一郎 会計

関係課 環境課 市民活動支援課

空家等が周辺の生活環境にもたらす深刻な悪影響から市民の生命、身体又は財産を保護するとともに、生活環境の保全を図り、市民
が安心して暮らせるまちづくりを進める。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

3,919 3,957

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 62.98 63.84

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である制度の紹介周知を行うことで、子育て世帯や高齢者
世帯のそれぞれにおいて、ライフスタイルと居住す
る住宅のミスマッチを解消する一助とする。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

-

03

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 1 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

管理組合の参加・協働の取組を支援する仕組みであ
り、効率的に進められている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
千葉ニュータウン地区には、高経年マンションが数
多く存在し、少子高齢化や人口減少、管理組合の適
切な管理・運営が重要度を増している。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・マンション管理セミナーの後援
・マンション管理アドバイザーの派遣（４件）
・11月　マンション管理適正化推進計画の策定

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

市内マンションの適正な維持・管理を
推進するため、白井市マンション管理
適正化推進計画を策定した。

740

Ａ
R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

款

会計

款

款

項～

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

マンション管理組合が抱える様々な問題に対応し、管理組合の適切な管理・運営を支援することにより、良好な住環境の形成を図
る。

予算科目

会計 一般 款 7 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・相談会等の後援
・マンション管理アドバイザーの派遣

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H22(2010)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 マンション対策支援事業 コード F - 1 -

1項 4

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

330

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 820 1,066

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 13.17 17.20

受益者負担率　B/D（％）

マンション管理セミナー（マンション管理士会主催）や個別相談会の後援、各管理組合からの要望に応じてマンション管理アドバイザーの派遣
を行う。

R6(2024)
年度

736

事業目的

建築宅地課 課等長 戸村　新一郎

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

マンション管理組合

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

80

事業内容

会計

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.10 0.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 高まっている

市が関与する必要性 高まっている
市民生活・地域社会への影響度

マンション管理士会などの専門団体と協働すること
により、管理組合に対する適切な支援で、良好な住
環境の形成を図れる。



 

 

Ｆ 都市・交通 

   ２ 生活基盤 
 

  



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 2-1  物資・燃料【重】 2-2  救助・救急【重】 5-4  交通網
リスクシナリオ 7-1  地震火災【重】 7-2  交通障害 -

国土強靭化地域計画

目

12,945 12,875

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

・用地測量業務委託 N=3筆（白井地先 市道00-001号線）
・用地買収 N=3筆（白井地先 市道00-001号線）
・家屋補償 N=1件（白井地先 市道00-001号線）

R7（2025）年度予算

-

01

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

02

改善により期
待される効果

F 2 02

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 2 01

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

用地協力を得ながら、概ね計画通りに事業が進めら
れている。

国の補助金を活用し、コストを抑えて適切に事業を
進められている。

国の交付金を活用し、コストを抑えて適切に事業を
進められている。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市が管理する橋梁であるため、橋梁長寿命化修繕計
画に基づき、ライフサイクルコストの縮減と平準化
を図りつつ、橋梁の安全性を確保する必要がある。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 計画時と変わらず、通学路の安全確保など市民ニー
ズは高く、安全で円滑な道路環境を確保するため、
事業の必要性は高い。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・３橋（107A橋、折立橋及び金山落6号橋）の修繕工事を実施。
・７橋（101A橋、102B橋、中木戸上橋、中木戸上橋歩道橋、103A橋、西白井駅連絡橋、
法目池ノ上歩道橋）の橋梁点検を実施。

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
8,137

Ａ

市が実施主体となる必要がある

831

R6（2024）年度決算

Ａ 112,995

1.75 1.75

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

道路の拡幅・歩道設置工事や新設工事を行う。

対象 市道00-005号線外4路線

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

一般 款

款

〇

27 項 2～ R7(2025)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

橋梁の長寿命化により、ライフサイクルコストの縮減と平準化を図りつつ、橋梁の安全性を確保する。

予算科目

会計 一般 款 7 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

橋梁長寿命化修繕計画に基づき橋梁点検及び修繕工事を行う。

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 H25((2014)年度 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 橋梁維持事業 コード F - 2 -

3項 2

国土強靭化計画 6-4  交通基盤【重】 - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

181,638

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 91,280 189,731

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,467.09 3,061.46

受益者負担率　B/D（％）

定期的な橋梁点検の結果に基づき、計画的な修繕工事を行う。

R6(2024)
年度

8,093

事業目的

道路課 課等長 小島　健太郎

計画期間中
の主な取組

調査、測量・設計、用地買収及び工事を行う。

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

市が管理する橋梁

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 市道新設改良事業 コード

83,143

事業内容

会計

F - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

道路課 課等長 小島　健太郎 会計

関係課

道路の新設及び改良により、安全で円滑な道路交通環境を確保する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標を達成している

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.10 1.10

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

125,940 13,706

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 2,024.17 221.15

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である概ね橋梁長寿命化修繕計画通りに修繕工事が進めら
れている。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

18,004 120,638

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 289.37 1,946.59

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である既存の調整池や水路等排水施設について、適切な維
持管理を実施することにより、流域雨水機能を確保
している。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

0.31 1.00

- 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

上下水道課 課等長 鈴木　隆宗 会計

関係課

配水施設の整備により、安全な水の安定供給と水道の普及を促進する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

・配水管整備（舗装本復旧工事）
・変更事業認可申請
・配水場配水ポンプ増設(設計・工事)

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

河原子水路等４水路、既存の調整池及び水路等排水施設

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 配水施設整備事業 コード

4,158

事業内容

会計

F

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

7,625

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 6,451 14,982

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 103.68 241.75

受益者負担率　B/D（％）

河原子水路等４水路の改修整備を進めるとともに、既存の調整池や水路等排水施設について清掃や草刈等の維持管理を行う。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

道路課 課等長 小島　健太郎

事業期間 ～ R7(2025)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 水路等維持改修事業 コード F - 2 -

1項 3

国土強靭化計画 1-3  風水害・洪水【重】 7-3  防災基盤 8-3  浸水
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・既存の調整池や水路の維持管理
・河原子水路等４水路の改修整備

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

水路の改修等により、道路雨水など流域雨水の排水機能を確保する。

予算科目

会計 一般 款 7 目

款

会計 款 目

11 項 1R3(2022)年度 ～ R12(2030)年度

予算科目

会計

項

項

款

会計

水道事業4条 款

款

〇

配水管を整備するための調査、設計及び工事を行う。また、配水量の増加から事業認可の変更を行うとともに、配水場の配水ポンプを増設す
る。

対象 配水エリアの水道利用者

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

113,281

R6（2024）年度決算

Ａ 10,607

1.00 1.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

・西白井１号・２号調整池等の草刈り及び既存水路の清掃

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
2,293

Ａ

市が実施主体となる必要がある

事業の効率性、経済性を踏まえた整備手法を検討し
進めている。

国からの補助金などを活用しコストを最小限に抑え
効率的に進めているため。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
計画時と変わらず、近年の集中豪雨などにより市民
のニーズは高く、流域雨水機能を確保するため、ま
た市道新設改良事業とも関連するため事業の必要性
は高い。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市民生活に欠くことのできない水を安定供給する必
要があるため。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 2 03

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

事業認可計画による対象エリアへの整備目標に向け
た取組みが行われているため。

04

改善により期
待される効果

F 2 04

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

-

03

SDGｓ 事業種別
〇

まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 6-2  上水道 - -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

7,397 7,357

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

 配水場ポンプ監視制御システム改良（根地区） R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 1-3  風水害・洪水【重】 7-3  防災基盤 8-3  浸水
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

目

7,397 7,357

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

 公共下水道事業認可変更（期間延伸）
 雨水管工事影響水道管移設設計　＝６３１m（冨士地区）
 雨水管工事影響建物事前調査　＝２軒
 用地境界復元　＝１，２５６㎡

R7（2025）年度予算

-

05

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

06

改善により期
待される効果

F 2 06

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 2 05

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

雨水管整備範囲を事業認可計画で適切に設定し、整
備目標に向けた取組みが行えているため。

工事施工箇所の現場条件による工法選定を適切に行
い、コストを最小限に抑え効率的に進めているた
め。

工事施工費用を含む工種選定を行ったうえ、国から
の補助金などを活用し、コストを最小限に抑え効率
的に進めているため。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民生活環境の形成と水域の水質保全には必要であ
るため。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市民生活での安全確保に向け、浸水被害の最小化を
図る必要があるため。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

 公共下水道事業認可変更（期間延伸）
 汚水桝設置　＝1箇所（白井地区）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
7,397

Ａ

市が実施主体となる必要がある

213,124

R6（2024）年度決算

Ａ 34,271

1.00 1.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

雨水管渠を整備するための調査、設計及び工事を行う。

対象 雨水排水区域住民

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他■

款

会計

下水道事業4条 款

款

〇

11 項 1R3(2022)年度 ～ R12(2030)年度

予算科目

会計

項

項

事業目的

項 目

下水道汚水排水施設の整備により、良好な生活環境の形成と公共用水域の水質を保全する。

予算科目

会計 下水道事業4条 款 1 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・汚水管布設工事（舗装本復旧工事）
・変更事業認可取得（期間延伸等）

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 R3(2022)年度 ～ R12(2030)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 汚水排水施設整備事業 コード F - 2 -

1項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

12,159

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 12,897 19,516

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 207.29 314.91

受益者負担率　B/D（％）

認可区域内未整備の汚水桝等の設置工事を行う。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

上下水道課 課等長 鈴木　隆宗

計画期間中
の主な取組

・雨水管渠整備
・内水ハザ－ドマップ作成
・変更事業認可取得(期間延伸等)

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

下水道利用者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 雨水排水施設整備事業 コード

5,500

事業内容

会計

F - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

上下水道課 課等長 鈴木　隆宗 会計

関係課

下水道雨水排水施設の整備により、市街地の浸水を防除するとともに、良好な都市環境の形成と公衆衛生の向上に寄与する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

41,668 220,481

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 669.71 3,557.64

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である汚水処理構想により、下水と浄化槽での処理区域分
けを適切に行い、整備目標に向けた取組みが行えて
いるため。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画 2-5  衛生管理 6-3  汚水処理 -
リスクシナリオ - - -

国土強靭化地域計画

1

目

7,397 7,357

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

 下水道管渠修繕延長　＝１３０ｍ（中地区外3地区）
 下水道管渠修繕設計　＝１４８m（清水口地区外2地区）
 下水道テレビカメラ調査　＝４，３９６m（下水道区域の一部）
 下水道管渠不明水調査　＝９２５ｍ（七次地区）

R7（2025）年度予算

-

07

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

08

改善により期
待される効果

F 2 08

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

コストを抑え適切な水準で進められている

1 目

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度 目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

実施主体

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 2 07

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

管渠修繕箇所をストックマネジメント計画で適正に
設定し、整備目標に向けた取組みが行えているた
め。

配水池における施設内清掃において、作業方法の比
較をすると伴に作業効率性も含め、コストを最小限
に抑え効率的に進めているため。

ポンプ施設管理において包括管理委託を結び、経費
等のコストを最小限に抑え効率的に進めているた
め。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民生活に欠くことのできない水を安全供給する必
要があるため。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度 大きい

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない 市民生活環境の形成と水域の水質保全には必要であ
るため。

効
率
性

受益者負担 求めることができない

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

対象の範囲

終了

実施手法・運営主体 適切に設定されている

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数

 配水管洗浄延長　＝１０，９８７ｍ（白井地区）
 配水管施設修繕　＝８箇所（冨士地区外2地区）
 配水場配水池底盤清掃　＝４９０�（根地区）

その他改善項目前年度評価に伴う改善項目
14,794

Ａ

市が実施主体となる必要がある

194,463

R6（2024）年度決算

Ａ 111,657

1.00 1.00

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

ポンプ場の運転管理、修繕及び更新並びに汚水管渠の維持管理、修繕及び更新を行う。

対象 下水道利用者

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他■

水道事業4款

会計

下水道事業3条 款

款

〇

11 項 1R3(2022)年度 ～ R12(2030)年度

予算科目

会計

1 項

項

事業目的

項 目

配水施設の適切な維持管理等により、安全な水の安定供給を図る。

予算科目

会計 水道事業3条 款 1 目

款

会計 款 目

関係課

□ 協働 □ その他

項

計画期間中
の主な取組

・配水管洗浄委託
・配水施設修繕工事

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

事業期間 R3(2022)年度 ～ R12(2030)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 配水施設維持事業 コード F - 2 -

2項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

83,552

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 119,539 98,266

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,921.29 1,585.60

受益者負担率　B/D（％）

配水場の運転管理を行う。配水管の維持管理、修繕及び更新（耐震化）を行う。

R6(2024)
年度

14,714

事業目的

上下水道課 課等長 鈴木　隆宗

計画期間中
の主な取組

・ポンプ場の運転管理、修繕及び更新
・汚水管渠の維持管理、修繕及び更新

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

配水エリアの水道利用者

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 汚水排水施設維持事業 コード

104,745

事業内容

会計

F - 2 -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

上下水道課 課等長 鈴木　隆宗 会計

関係課

下水道汚水排水施設の適切な維持管理等により、良好な生活環境の形成と公共用水域の水質を保全する。

事業種別

目

R6(2024)
年度

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

2.00 2.00

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

119,054 201,820

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 1,913.50 3,256.53

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

適切である給水エリアを割振り、計画的に配水管洗浄を行うこ
とにより、水の安全への取り組みが行えているた
め。



No. 事業コード - - No. 事業コード - - -

有
効
性

対象の範囲 適切である

取組の内容 目標の達成に向けた取組を行っている

達成度

0 0

市民１人コスト　Ｄ/人口（円）

改善策
取組状況

必
要
性

事業のニーズ・実施意義 計画時と変わらない

市が関与する必要性 計画時と変わらない
市民生活・地域社会への影響度

日常点検により施設破損等を発見し、修繕対応を
行っていることから、適正な維持が行われているた
め。

取組状況取組状況

目標に近づいている

上位の施策・目的への寄与 施策の実現に寄与している

効
率
性

実施手法・運営主体 適切に設定されている

受益者負担 求めることができない

事業・サービスの水準 コストを抑え適切な水準で進められている

業務プロセス（進め方・手続き） 適切に進められている

1.00 1.00

- -

主担当課

受益者負担 B

SDGｓ

事業期間

課等長 会計

関係課

事業種別

目

R6(2024)
年度

計画期間中
の主な取組

受益者負担 B

２　取組状況・コスト（Do）

雨水排水区域住民

評価対象年度 6 （ 2024 ） 年度Ｒ

１　事業概要（Plan）

事業名 コード

事業内容

会計

R6（2024）年度決算 R7（2025）年度予算

主担当課

対象

■

大きい

実施主体 市が実施主体となる必要がある

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 7,397 7,357

市民１人コスト　Ｄ/人口（円） 118.89 118.71

受益者負担率　B/D（％）

雨水排水施設の維持管理及び修繕を行う。

R6(2024)
年度

7,357

事業目的

上下水道課 課等長 鈴木　隆宗

事業期間 R3(2022)年度 ～ R12(2030)年度

令和7年度（2025年度）事務事業評価シート（重点戦略外事業用）
１　事業概要（Plan）

事業名 雨水排水施設維持事業 コード F - 2 -

1項 1

国土強靭化計画 - - -
リスクシナリオ - -

計画期間中
の主な取組

・雨水管渠の維持管理

手法 ■ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等

関係課

□ 協働 □ その他

項

事業目的

項 目

下水道雨水排水施設の適切な維持管理等により、市街地の浸水を防除するとともに、良好な都市環境の形成と公衆衛生の向上に寄与
する。

予算科目

会計 下水道事業3条 款 1 目

款

会計 款 目

項～

予算科目

会計

項

項

款

会計

款

款

対象

手法 □ 直営 □ 全部委託 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他□

R6（2024）年度決算

Ａ

正職員経費 Ｃ

受益者負担率　B/D（％）

実施手法・運営主体

４　今後の方向性（Action）

区分

事業費計

正職員数
前年度評価に伴う改善項目 その他改善項目

項目 評価
３　事業の評価（Check）　

区分

事業費計

正職員数
その他改善項目前年度評価に伴う改善項目

7,397

Ａ

施設の点検等について、目視確認が可能な施設に
あっては、職員による確認を行い、コストを最小限
に抑え効率的に進めているため。

事業・サービスの水準

評価の理由・課題
市民生活での安全確保に向け、浸水被害の最小化に
係る施設維持となるため必要である。

（実施時期：

（実施時期：

市が関与する必要性
市民生活・地域社会への影響度

事業のニーズ・実施意義

効
率
性

受益者負担

有
効
性

業務プロセス（進め方・手続き）

対象の範囲

終了

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

（実施時期：

４　今後の方向性（Action）

事業の
方向性

F 2 09

（実施時期：

改善内容等

改善により期
待される効果

事業の
方向性

３　事業の評価（Check）　
項目 評価 評価の理由・課題

必
要
性

改善により期
待される効果

（実施時期：

改善内容等

（実施時期：

目

取組の内容

達成度

上位の施策・目的への寄与

実施主体

-

09

SDGｓ 事業種別
まち・ひと・しごと創生総合戦略

国土強靭化地域計画

まち・ひと・しごと創生総合戦略

正職員経費 Ｃ

国土強靭化計画

リスクシナリオ

国土強靭化地域計画

目

0 0

事業内容

２　取組状況・コスト（Do）

改善策
取組状況

R7（2025）年度予算

年度年度□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 年度 □ 終了 年度 □ 改善して継続 □ 現状のまま継続 □ 休廃止 □

年 月）

年 月）

年 月）年 月）

年 月）

年 月）


